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総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 

原子力の自主的安全性向上ワーキンググループ  

第１１回会合 

日時 平成２６年３月１４日（金）９：００～１２：００ 

場所 経済産業省本館 17階国際会議室 

 

○安井座長 

 皆様、おはようございます。本日は、大変に朝早くからの開催にもかかわらず、多数ご

出席いただきましてありがとうございます。 

 それでは、総合資源エネルギー調査会原子力小委員会第１１回原子力の自主的安全性向

上に関するワーキンググループを開催させていただきたいと思います。本日のワーキング

グループでございますが、９時から１２時までの３時間という長丁場を予定させていただ

いております。 

 それでは、まず、お手元の資料の確認並びに委員の出席状況のご報告をさせていただき

たいと思います。お願いします。 

○事務局  

 お手元に配付資料一覧、議事次第、委員等名簿、資料は１から５までをお配りしており

ます。また、資料番号は振っておりませんけれども、尾本委員から紙の形でも提言（案）

へのコメントという形でいただいておりますので、あわせてお手元にお配りしております。

抜けがありましたら、事務局までお声かけください。 

 また、本日は、古田委員がご欠席と伺っております。また、プレゼンテーションをいた

だくオブザーバーの松浦様は９時半ごろにご退席されるご予定になっております。 

 以上です。 

○安井座長 

 それでは、本日の議題でございますが、最終的なワーキンググループの提言取りまとめ

の方向に向けた議論ということになっておりますが、その前に幾つか報告をさせていただ

こうと思っています。 

 先月２０日、２１日、両日にわたりまして開催されました確率論的リスク評価日米ラウ

ンドテーブルの概要、それから、さらに１２日、１３日に開催されました英国大使館主催

のリスクコミュニケーションに関するシンポジウム、この２つに関しての概要を事務局か
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らご説明をいただきたいと思います。お願いします。 

○事務局 

 ありがとうございます。まず、資料の１をご覧いただきますと、確率論的リスク評価日

米ラウンドテーブルについてまとめさせていただいております。１ページ目にありますと

おり、日本側からは、更田原子力規制委員会委員にもご参加いただく形で、日本側のＰＲ

Ａについての権威の皆様、山口委員にもご参加いただきまして、電気事業連合会からも八

木会長にご参加いただきました。それから、アメリカ側につきましては、同じく原子力規

制委員会の委員でありますアポストラキス委員の出席を得て、我々、経済産業省と事務局

を務めてもらいました米国エネルギー省のライオンズ次官補、それに加えまして、幅広い

ＰＲＡにかかわる電気事業者、そして、コンサルタントの方々にご参加いただいて、延べ

１２０名程度が参加する形で行いました。 

 ２ページ目をご覧いただきますと、２日間に亘って行われました大まかな流れが書いて

おります。初日、２日目とそれぞれ午前中に基調講演をいただきまして、午後はＰＲＡに

関する個別の論点についての専門的な議論を深めるという形で進めました。本件につきま

しては、開催趣旨というところにございますけれども、大もととしては、日米両国政府の

もとで原子力の民生利用に関して設けられております対話の場、二国間委員会で、経済産

業省からこういったワーキンググループを開催したいということに、ＤＯＥを中心に前向

きにお応えいただいた結果、規制委員会委員クラスの方々の参加を得て開催することに至

ったものであります。 

 具体的内容のうち、３ページ目以降でございますけれども、初日の午前中の議論は、全

てプレスの方にもオープンな形で進めさせていただいておりまして、その際の議事につき

まして、事務局の責任でまとめたものというのをお手元に配っております。３ページ、４

ページとそれぞれの事務局からこのＰＲＡラウンドテーブルに臨むに当たっての意義をご

紹介する形になっておりまして、経済産業省、中西のほうから、日本としてもアメリカの

ＰＲＡの実践から学びたい、さらには、日本側としてもアメリカとのＰＲＡの高度化に向

けた貢献に尽くしていきたいといったような趣旨をご紹介した上で、ＤＯＥのほうからも、

個人的にライオンズ次官補はＮＲＣの委員もやっておられた経験をお持ちですので、ご自

身の体験として、各プラントにおいてＰＲＡが日常のリスク管理に用いられていることを

非常に印象深く覚えている、この分野での日米協力に大いに確信しているといったような

開催趣旨についてのやりとりがありまして、キーノートスピーチに移っていきました。 
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 まず、アポストラキス委員のキーノートスピーチでございますけれども、アポストラキ

ス委員は、アメリカにおけるＰＲＡの権威でありますけれども、まず、アポストラキス氏

から４ページの下のほうにありますが、安全目標というのは数値のみでは意味をなさない。

むしろ、社会的にどういうレベルであれば許容可能であるかという議論を出発点にアメリ

カ国内においても議論が成熟してきた。やはり、出発点は健康に対する影響という形での

目標を設定した上で、５ページの冒頭につながります原子力の機器に落とし込んだ確率に

それを発展させていく、出発点は数値目標をつくるべしという社会的なプレッシャーに端

を発して、今はアメリカの規制委員会は大規模早期放出頻度といったもので安全目標を決

めているというスタンスをとっておりますが、そういった原子力に落とし込んだ目標につ

ながっているという紹介。 

 それから、５ページ目の２つ目の段落でありますが、産業界がＰＲＡ研究を実施して評

価方法を改善したことで、それまでＮＲＣがやってきた規制要件の多くが安全に貢献して

いないということが明らかになったからこそ、産業界からの当然の疑問として、なぜそう

いったものにいろいろな資金、人材、リソースを割かなければいけないのかということで、

最終的にはＰＲＡを用いた規制運用の最適化につながっていったと。 

 あるいは、４つ目の段落ですが、ＰＲＡが不完全なツールであるとの批判があるが、Ｐ

ＲＡ自体が不完全というよりも我々自身の知識が不完全なのであって、ＰＲＡというのは、

その不完全なところを含めて把握するプロセスとして重要なのであるといったような話。 

 それから、５ページの下から４つ目の段落になりますけれども、実際にリスク情報を用

いたパフォーマンスベースの規制の適用をＮＲＣとしては進めているといったご紹介があ

り、６ページにありますとおり、リスク評価を行うことのメリットとして、ここに掲げて

ある４つの点をご紹介いただいたということであります。 

 それから、続きまして、更田原子力規制委員会委員からプレゼンテーションをいただい

ております。６ページの更田委員の４つ目の段落ですけれども、ＰＲＡや安全目標は極め

て重要であるけれども、ＰＲＡには不完全性や不確実性などの限界があることを認識する

必要があるというコメントがありました。その上で、これまでの国内での規制整備の経緯

をいろいろご紹介いただいた上で、７ページでございますけれども、下から３つ目の段落、

我が国では日本が置かれた自然環境に照らして最も必要とされる外的事象に関するＰＲＡ

が育まれてこなかったというご指摘。それから、地震及び津波ＰＲＡは相対的に大きな不

確実性を持っているため、これらの結果を直接規制に適用することについては懐疑的。他
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方で、外的事象を個別のプラントごとに行うＩＰＥＥＥを実施することについては、少な

くとも規制当局、あるいは産業界の思考停止を防いでくれるという意味で有意義なのでは

ないかと。 

 そして、最後、８ページの一番上でございますけれども、ＰＲＡは安全性向上のための

すぐれたツールであるが、規制委員会としては、規制する必要のないことを説明するため

にＰＲＡを利用することは避けたいという基調講演がございました。 

 それから、続きまして、今はコンサルタント業にかかわっておられますが、リスク分析

の第一人者ということで、ガリック氏から基調講演をいただいております。 

 ガリック氏は、フルスコープのＰＲＡというのは可能である、あるいはそれをやる方向

でリスク情報と向き合っていかなければいけないということを強調されておりまして、特

に８ページから下から２番目の段落ですけれども、厳格かつ包括的で完全なリスク評価を

実施するためには、まずは、一般市民がＰＲＡの活用によってこんなにいいことがあるの

だという点についての証拠を示していくという、具体的なプロジェクトを回していくこと

が重要なのではないかというご提案がありました。 

 それで、９ページにあるとおり、上から３つ目の段落ですけれども、フルスコープのＰ

ＲＡ、レベル３のＰＲＡを超えて多数基立地の場合の関係性なども含めたフルスコープの

ＰＲＡというものを追究していったらどうかというご発言がありました。 

 そして、最後に、近藤原子力委員長のほうからこれまでの安全、そしてリスク評価につ

いての日本の国内における経緯とご自身のお考えをご紹介いただいております。やはり、

社会的な要請も受けて、９ページの下から２番目の段落にあるとおり、周辺環境への影響、

健康影響、あるいは経済への影響等を踏まえた統合的なリスクマネジメント、統合管理シ

ステムが重要だという流れになってきたのですが、やはり、これまで徹底したリスク評価

が実施されてこなかったのではないかと。 

 １０ページにありますとおり、上から３つ目の段落で、徹底したリスク評価を実施する

ことというのが原子力事業者の生き残りの条件だというお話がございました。 

 そして、下から３つ目の段落にありますリスク管理の特徴といたしまして、リスクを受

け入れること、合理的に可能な限り軽減策を実施すること、そして、不確実性が大きいと

いうことがリスク評価の結果わかった場合のそのハザードについての対策は、想定外が起

きたとしても、しっかりとレジリアンスを持つ形でのリスク管理がなされなければならな

いというお話がございました。 
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 １１ページから、その後、引き続いて行われましたパネルディスカッションについて議

事メモを起こさせていただいております。ポイントとなる点だけご紹介いたしますと、１

１ページのアポストラキス先生からは、ＰＲＡが不確実性をつくるのではなく、不確実性

は既に存在するもので、むしろ、それを把握するためのツールがＰＲＡだと。ＰＲＡは予

測のためでなく現状に関する知識を分析し、手順を改善するためのものである。そして、

不足しているのは我々の知識なのであって、その不足している部分を気づかせる意味で大

きな可能性を持っていると。 

 ガリック氏はその理解に同意すると。プロセスとしてのＰＲＡに弱点があるわけではな

く、不確実性を分析することこそが結果として意思決定の質を高めるのだと。 

 それから、更田委員からもＰＲＡから導かれるリスクへの洞察、それから決定論的手法

とのバランスをとっていくことが重要だというお話がありました。 

 それから、１２ページでございますけれども、ガリック氏から、ＰＲＡが適用できない

分野にはまだ出会ったことがないというご発言ですとか、あるいは近藤委員長からは、Ｔ

ＥＰＣＯの廃炉事業についても中長期のリスクを分析する手法としてリスク評価をしては

どうかという話がありました。 

 それから、アポストラキス委員からは、規制要件としての設備追加を避けるためにＰＲ

Ａが用いられるのはよくないという更田委員の懸念は理解できるけれども、規制側が想定

しなかったリスク要因を事業者から提示されるという効果があったと。それは、特に火災

というリスク要因についてＮＲＣが学んだことなのだというやりとりがありました。主な

議論は以上のとおりでございます。 

 引き続いて、資料の２をご覧いただきますと、こちらは同じ時期に行われました英国大

使館の主催によるリスクコミュニケーションに関するシンポジウムでございます。こちら

もポイントだけを事務局の責任でまとめさせていただいておりますので、ピックアップし

ましてポイントをご紹介します。 

 まず、セッション１では、リスク評価というのは、そのリスクを低減することとのトレ

ードオフで失われるものとの関係も含めた分野横断的な評価が必要。したがって、統合さ

れた科学的情報発信が必要。日本の科学者は公衆に対してリスクを語る、アクセスするこ

とを恐れるべきではない。透明性というのは、その内容についてきちんと説明でき、検証

できることであって、ただ単に情報を出せばいいというものではない。 

 それから、セッション２では、定量的な安全目標がリスクをどこまで低減すれば社会に
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受け入れられるかという点について答えを与えてくれるものではなくて、コミュニケーシ

ョンツールとして位置づけられるべきである。 

 それから、セッション３でありますけれども、人々のリスクの捉え方というのは、実際

に起きるだろう、あるいは起きてしまったリスクの大きさと当然、必ずしも一致している

わけではないので、そのギャップを踏まえたコミュニケーションが重要だと。 

 それから、１ページめくっていただきまして、セッション４でございますけれども、理

解しづらい内容を理解してもらうためには、信頼関係とお互いを理解しようとする姿勢が

重要だ。信頼が低いときは、マスコミ向けに一方的に発信するのは逆効果であって、むし

ろ一人一人丁寧に話し合っていき、かつその議論をファシリテートする立場の側に、情報

の受けてのオピニオンリーダーに当たるような方に同席してもらうことが重要なのだとい

ったようなことがご紹介されております。 

 その会の参加者をリストアップさせていただいておりまして、こちらも、安井座長、山

口委員外がご参加されております。 

 長くなりましたが、以上でございます。 

○安井座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、本日でございますけれども、主たる議題は提言（案）の議論でございますが、

提言（案）を議論させていただく前に、これまでのワーキンググループの議論を踏まえて、

産業界からの自主的安全性の取り組みの方向性ということでプレゼンをいただきたいと思

っております。松浦様、豊松様にプレゼンをいただきますが、松浦様は９時半ごろご退席

と伺っておりますので、松浦様から１０分程度のプレゼンをいただきたいと思いますが、

よろしくお願いいたします。 

○松浦オブザーバー 

 ありがとうございます。今、委員長からご紹介いただきました原子力安全推進協会の代

表を設立以来務めさせていただいております松浦でございます。本日は、お手元にもお配

りしてはおりますが、スライドにもあります原子力安全推進協会（ＪＡＮＳＩ）の活動に

ついてということで、プレゼンテーションの機会をいただきましたことを非常に感謝して

おります。 

 ＪＡＮＳＩという組織でございますが、「はじめに」というところでざっと経緯、あるい

は現在考えていることを示しておりますが、ＪＡＮＳＩといいますのは、ＪＡＮＴＩとい
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う日本原子力技術協会というのが先にございまして、それをいわば根幹的に改革をいたし

まして、平成２４年１１月１５日に発足したものであります。 

 ＪＡＮＴＩといいますのは、１９９９年にＪＣＯ事故が起こりまして安全文化について

の反省が起こったわけでありますが、しかし、そのときはまだ、これは原子力発電という

より、むしろその外延における作業であるという認識が強かったのですが、２０００年代

の初頭に、電力におきまして次々といろんなトラブルが発生しました。その反省を越えま

して、アメリカのＩＮＰＯを参考にして、ＪＡＮＴＩ、原子力技術協会というのが作られ

たわけでありますが、残念ながらいろいろ活動したのですが十分に役割が果たせないとい

う中で福島事故が起こりまして、福島事故の反省をさらに深くいたしましてＪＡＮＳＩと

いう組織ができたわけでございます。 

 これは、改めてＩＮＰＯを参考にして、安全性と信頼性の向上に取り組むということを

中心にしながら、今後５年間でどういうふうにしてＩＮＰＯに近づいていくかという計画

を立てまして、この計画は経営者及びＪＡＮＳＩの理事会で確認されたものでございます

が、今後、遅くとも５年後までには活動を本格的な軌道に乗せたいというような形で現在

進めているところでございます。５年というのは少し長過ぎるのではないかと思われるか

もわかりませんが、実は、ＩＮＰＯも本格的な活動ができましたのは１９７９年のＴＭＩ

事故の後に作られてから１５年ないし２０年近くかかったということでありまして、我々

皆それほど時間が残されておりませんので、最大限のスピードで進めていきたいと思って

おります。次、お願いします。 

 ＪＡＮＳＩのミッションとビジョンと書いておりますが、ミッションというのは基本的

に使命として目標とするものでありまして、日本の原子力産業界における世界最高水準の

安全性を追究する、これは産業界がそうするわけでありますが、それを引っ張り、後押し

するというのがミッションでありまして、産業界がたゆまぬエクセレンスを追及するとい

うのを進めていきたいというふうに考えております。 

 ビジョンといいますのは、いわゆる業務のイメージでありまして、１つは原子力施設の

安全性向上対策と施設運営を継続的に評価する、ここに活動の中心を置いております。そ

れによりまして、原子力安全における基準となるエクセレンスを明確化し、事業者にこれ

を提示する。そして、事業者にエクセレンスを求めると同時に、みずからにもエクセレン

スを求めて活動を進めていきたいと、こんなふうに考えております。次、お願いします。 

 ＪＡＮＳＩの運営の基本を示させていただきました。先ほど申しましたように、ＪＡＮ
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ＴＩの活動を非常に深く反省した上でこれを作ったわけでございまして、大きく５つここ

に書いておりますが、独立性の堅持、それから強い権限を持つこと、情報の共有化、そし

てＣＥＯとの意識の共有、事業者の協力、これらを要因としながらこの活動を進めていく

ために、これが進められるための協働の原則というのをメンバーとともに作り上げまして、

これを事業者とＪＡＮＳＩ自身の活動で考えながら、これに従って活動を進めていくとい

うことであります。 

 特にここで一番強いのは、やはり独立性の堅持、強い権限、それからＣＥＯとの意識の

共有ということでありまして、独立性の堅持に関しては、いわば組織の構成員といいます

か、事業者からリソースは供給されるわけでありますが、業務に関しましては決定的に独

立性を保つということであります。強い権限は、事と次第によっては原子力施設の運転停

止等を勧告する権限を有するということでありまして、そのためにＣＥＯとの意識の共有

というのを常に保つということと、ＣＥＯと常に認識を共有するというのを中心にしてお

ります。次、お願いします。 

 ＪＡＮＳＩがミッションを達成する仕組みといたしましては提言というのが中心であり

まして、この提言を策定しそれを事業者がＣＥＯに伝えるということで進んでいくわけで

あります。この提言を作るときには、技術的な評価をし、海外からのレビューも得、そし

てその評価に基づいて提言を作って代表が決裁してＣＥＯに伝える、こういうことで進め

ようとしておるわけであります。現実にまだ提言がたくさん出たわけではありませんけれ

ども、第１号として、全体のＣＥＯに出しました例として、ここにあります事業者に対し

て原子力安全に関わるリスクを考慮した安全確保体制の構築について進めるようにという

提言を最近の１月末でのＣＥＯ会議で示したところであります。次、お願いします。 

 主要な活動でありますが、これは、大きくは安全性向上対策の評価と提言・勧告及び支

援でありまして、これは後ろの６ページ、７ページで改めてお示しします。それからもう

一つは、原子力施設の評価と提言・勧告及び支援でありまして、これに関しまして、原子

力施設を対象として安全システムがどうかという観点から、それから、施設の運営はどう

かという観点から、これをそれぞれ評価し、またピアレビュー等で確認しながら進めてい

くというわけでありまして、そしてその共通する活動として、安全文化の醸成、情報分析

活動の充実、民間規格の整備支援、人材育成システムの構築等を行うというわけでありま

す。これらは、これから後の７、８、９ページに示させてあります。次、お願いします。 

 安全性向上対策の評価と提言・勧告及び支援でありますが、これに関しましては、大き
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く我々がしようとしております活動は、深層防護の観点からの評価と提言でありまして、

これに関しましては、シビアアクシデント対策というのを中心にしながら活動を進めてい

きたいというふうに考えております。そして、さらにステップアップしていきまして、そ

の他の層にも広げていきたいというふうに思っております。 

 その次、２番のところで個別課題の対応でありますが、これは幾つか安全上重要な問題

が次々あるわけでありますが、現在のところは、例えば、火災防護を中心に展開をしよう

として進めております。また、安全評価書の体系化であるとか、それから、ＰＲＡ体制の

整備を進めていきたいと考えておりますが、ＰＲＡ体制の整備につきましては、ここにご

ざいますように、発電所を中心にしまして将来はサイクル施設にも進めたいと思っており

ますが、これはどちらかというと各事業者での展開を中心にすることでありまして、ＪＡ

ＮＳＩがＰＲＡのシステムの開発や研究をするということは、我々の仕事とは考えており

ません。これが安全性向上対策の評価と提言・勧告及び支援という業務であります。次、

お願いします。 

 もう一つは、原子力施設の評価と提言・勧告及び支援でありまして、これは具体的にど

うするかといいますと、これに関して一番重要なところはピアレビューの実施でありまし

て、これは実際にＪＡＮＳＩの職員が各現場を訪問しまして、かなり徹底的に現場での安

全活動の実施の状況を調べるわけであります。これを各４年に１回していこうと考えてお

りまして、これをＷＡＮＯとの連携のもとに行いまして、将来は２年に１回のサイトのピ

アレビューを実施して、発電所の総合的な評価と連携させるというふうに考えております。 

 そして、さらにその他に、各発電所、あるいは発電施設、そして原子力施設の安全性向

上に関する支援活動を強化するところでございます。これに関しましては、各サイトと連

絡代表者を設置しまして、それで情報を十分に捉えながらいろいろの活動をしていきたい

というふうに考えております。 

 全体をまとめまして、発電所の総合的な評価をいたしまして、これをピアレビューで行

いまして、その結果に基づいて、将来的には安全性向上の評価、あるいはその状況に関し

ましてレーティングする仕組みを構築していって、それにより、よりインセンティブを高

めたいと考えております。そのベースといたしまして、これは既にＪＡＮＴＩから続いて

いることでありますけれども、安全文化のアセスメントを行いながら、これは大体３年ご

とですけれども、進めていきたいというふうに考えております。次、お願いします。 

 基盤活動でありますが、これに関しましてはＪＡＮＴＩの時代から続いている安全文化
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の醸成、これは安全文化に関するキャラバンを行いまして、その結果をまとめながらＣＥ

Ｏにいろいろ提言するということであります。 

 そして、情報分析活動、これはＮＵＣＩＡのデータ、あるいはその他のデータを入手し

ながら安全向上に関するいろんな情報を提供していきたいと思っております。 

 そして、民間規格の整備支援も我々の仕事の重要なところでありまして、これは学協会、

あるいはその他の活動と連携しながらやっていきたいと思いますし、これに基づいてＪＡ

ＮＳＩの作るガイドラインも充実させていただきたいと思います。 

 ４番目の人材育成システムが非常に重要でありまして、これに関しましては、ＪＡＮＳ

Ｉの中でピアレビューをちゃんとできる人間を作っていくということと同時に、何よりも

重要なのは、各事業者の中での各レベルのリーダーシップを育成する問題でありまして、

このことについてしっかりした仕組みをつくって動かしていきたいと思います。 

 今申し上げましたような各活動に関しましては、お手元の資料の後ろのほうについてお

ります参考資料を見ていただきますとありがたいと思います。 

 非常に早口で予定時間をやや少し過ごしてしまいましたけれども、今後の課題としまし

ては、具体的成果を蓄積しながら活動を質的に強化していくこと。これに関しましては、

具体的に何をするかにつきましては、参考資料に示させていただいております。 

 そして、海外機関、海外の有識者との連携を強化する。これも後ろの参考資料にありま

す。 

 もう一つ重要なのは規制当局との適切な関係の構築でありまして、これは我々としては、

ＮＲＣとＩＮＰＯの間にあるような関係を参考にして作り上げたいと思いますが、ＮＲＣ

とＩＮＰＯの間では、Memorandum of Understandingというのが結ばれておりまして、それ

をベースにしながら関係を構築しているわけでありますが、これはかなりの歴史的な積み

重ねがあったようであります。基本的には、ＮＲＡというのは他律的な規制組織でありま

すし、ＪＡＮＳＩは自律的な規制組織、すなわち強制力を他律的な規制によって安全性を

向上させるということと、自律的な規制によって安全性を向上させる、その両面を持って

日本の原子力産業の安全性を向上させていきたいというのが願いでありまして、それを今

後の重要な課題の１つとして考えております。適切なというのは妙な言い方でありますが、

そのようなことを進めていく上で適切な関係をつくりたいというのが我々の願っていると

ころであります。 

 少し予定時間をオーバーいたしましたが、私のプレゼンテーションは以上で終わらせて
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いただきます。申しわけありませんが、先ほど委員長からご示唆ありましたように、よん

どころない事情で退席をさせていただきますが、質疑応答に関しましては、今日、傍聴に

久郷理事が参加しておりますので、久郷理事は私のこのプレゼンテーションの準備も手伝

ってくれましたし、また、内容に関して質疑応答に十分答えられる準備はしておりますの

で、久郷理事に代理をさせていただきたいと思います。恐れ入ります。 

○安井座長 

 ありがとうございました。それでは、どうぞ。 

 それでは、何かご質問ございましたら、例によりまして名札を立てていただければと思

いますが、いかがでございましょうか。どうぞ、クロフツさん。 

○クロフツオブザーバー 

 非常にすばらしいプレゼンテーションをありがとうございました。スライドの４枚目に

ついてなのですけれども、運営の基本というところで幾つか示していらっしゃいました。

一番重要だというのが、独立性の堅持ということだったのですが、ＩＮＰＯの経験から非

常に重要なもう一つの要素としては、強い権限というのがあるかと思われます。内容とし

ても、原子力施設の停止または起動の勧告をできる権限を有するというふうにおっしゃっ

ていたかと思いますが、具体的にＪＡＮＳＩさんとして強い権限というのをどのように構

築されていく予定なのでしょうか。 

○久郷オブザーバー 

 ＪＡＮＳＩの久郷でございます。お答えいたします。強い権限といいますのは、それな

りの裏づけ、説得力、論理的構築というものが必要だと考えておりまして、そのためにも

まずは自分たちが海外、あるいは国内外のいろいろな最新知見をきちっと把握して、それ

も表層的なものではなくて、そのバックグラウンド、考え方、そこまで深く理解した上で、

日本の必要なしかるべき施設に対して、こういう考え方が足りているか足りていないかと

いうことを評価して、それをＣＥＯ、トップに直接お話をしていく、そういうプロセスを

きちっと経ていくということで、強い権限というものを出していきたいというふうに考え

ております。 

○安井座長 

 よろしゅうございましょうか。もし何か追加ございましたら。よろしいですか。それで

は、桐本委員、お願いいたします。 

○桐本委員 
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 私、５ページに提言の例として、「原子力安全に関わるリスクを考慮した安全確保体制の

構築」についてというのを出されたという説明がありました。実をいうと、我々、電中研

からもこの提言作成に関しては協力をさせていただいて作ったのですが、私、実は前身の

ＪＡＮＴＩの立ち上げのメンバーにも関わっておりまして、この中でぜひＪＡＮＳＩさん

にお願いをしたいのが、この提言についてもそうなのですが、ピアレビューの枠組みの中

で、もともとＪＡＮＳＩさんの流れもあるとは思うのですが、ある程度、今、安全文化の

醸成のところに寄っている部分があると僕は思っておりまして、もう少し全般的にＩＮＰ

Ｏのパフォーマンスレビュー等に近くなっていくような、もう少し拡大した形を目指して

おられると思うのですが、こういう提言の内容についても、各事業者さんでこの提言に対

してどういうロードマップを書いて、どこにマイルストーンを設定していくか、そういう

こと自体の達成度みたいなのもぜひパフォーマンスレビューとしてＪＡＮＳＩさんで評価

する枠組みで取り込むような形で、強い強制力も含めて位置づけを考えていただければあ

りがたいなと思います。 

 以上です。 

○久郷オブザーバー 

 簡単にお答えいたします。参考資料の１６ページをちょっとご覧いただければと思うの

ですが、今、桐本委員からご発言ありましたように、ピアレビューというものを我々は業

務の柱としております。ただ、従前、ピアレビューをやりっ放しだったということに対し

まして、少し反省をしてＩＮＰＯのシステムを導入しております。ここに、評価が終わっ

た後、みんな時計回りに回ってまいりますと、「支援」という言葉、矢印が出てくるかと思

います。これは、直接発電所の所長さんとコンタクトをとれる人材を配置しまして、そこ

で実際のピアレビューで出てきたいろんな活動のフォローをしっかり常日ごろからやって

いく。さらには、フォローアップレビューということで、今までは４年に１回だったもの

を２年に１回途中の段階でその結果についてもフォローしていく。いずれにしても、ＩＮ

ＰＯの非常に手厚い、言いっ放しではなくて、本当の提言をきちんとインプリメンテーシ

ョンされる、そこまでやることを責任持っていきたいというふうに思っております。 

○安井座長 

 それでは、山口委員、お願いします。 

○山口委員 

 全体の活動、安全システムと施設運営と共通する基盤活動という形で整備されて、相互
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につながりを持たせて非常にうまく計画といいますか、全体の構想が立てられていると思

います。その中で情報分析活動というところをちょっとお聞きしたいのですが、こういっ

た活動の中で、リスク評価をしてピアレビューをして反映してというのはもちろん大切な

のですが、いわゆるunknownsというものをどうやって抽出して対処していくかというのが

非常に重要で、そのためには情報分析活動というものの役割は大変大きいと思います。そ

れで、今のお話を伺った限りでは、ＮＵＣＩＡを中心としたところからの整理学をするよ

うなところからその域を出ないように思いまして、いかにこういう情報分析をした結果か

ら、見えてなかったunknownsのようなそういうリスクのルートコーズのようなもの、そう

いったものを抽出するかということについて体制なり、あるいはアプローチなり、何かお

考えがありましたらお聞かせいただきたいということ。あと、要望として、情報分析は得

てして、今、参考資料でもどういう種類が何件という形で整理をされているのですが、や

はり、こういう数字ではなくて、そういうエッセンスを抽出したかというところだと思い

ますので、そういう視点でこの部分を充実させていっていただきたいと思います。 

○久郷オブザーバー 

 お答えいたします。ご指摘のとおり、１７ページの数字は、国内外のトラブル情報の件

数を分析して対照をあらわしたものでございます。今おっしゃられますことは、例えばＩ

ＮＰＯでも最近のストラテジックプランではトレンド分析をする、戦略的に過去のトレン

ドをしっかり分析しようという動きが始まっておりまして、我々はそういうことをまず学

ばないといけないというのが１つ。それから、２つ目には、unknownsの物証をいかにきち

っとつかむかということにつきましては、こういうトラブルで出てくるものだけを対象に

するのではなくて、我々自身が足しげくあちこちに出向いて、いろいろな取り組みをキャ

ッチしていく、アンテナを高くして感度をよくしてキャッチしてくる、それを１つのきっ

かけにして各部門がそれを深く掘り下げていくという、そういう活動を始めなければいけ

ないと思っております。現実には、海外あちこちいろいろ出歩いていて、なおかつ技術評

価員という１４ページにあります中間にある方たち、海外の最先端のそれぞれの分野のご

専門の方を一応我々の支援をしていただく方にしておりますので、そういった方々ともご

相談をしながら山口委員のおっしゃられたようなことを進めていく、アプローチしていき

たいと思っています。 

○安井座長 

 ありがとうございました。それでは、ここでちょっと一区切りとさせていただきます。
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ありがとうございました。 

 続きまして、豊松様から電気事業者の取り組みの方向性につきましてご紹介をいただき

たいと思います。よろしくお願いいたします。 

○豊松オブザーバー 

 関西電力の豊松でございます。本日は、ご説明の場をいただきましてありがとうござい

ます。 

 ワーキングの定義も踏まえながら、電力事業者の取り組みについて、現時点での方向性

ぐらいなのですけれどもご説明いたしたいと思います。次のページをお願いします。 

 このワーキングは１０回やらせていただきましたけれども、それに合わせて、ここに書

いていますように、原子力安全に第一義責任ということ、それから自主的・継続的な安全

性向上の推進、これがなければならないということ、従って、自らが改革を続け、世界最

高水準の安全性を目指すということで検討を進めて参りまして、このワーキングと並行し

て事業者、日本原電、日本原燃、電源開発というメンバーで我々は何を反省し、何をすべ

きかというのを並行してやらせていただいておりました。 

 ここに書いていますように、福島第一の事故というのを鑑みますと、やはり、外的事象

の低頻度というところのリスク低減ということがまずは大きく重要であると認識。それか

ら、本ワーキング、ずっと議論をしていただきまして、それを踏まえて、それを横目で見

つつ我々は何を反省すべきなのだと、そこからどこを目指すべきなのだという議論をいた

しましたので、そこについての状況をご説明いたします。次のページをお願いします。 

 まず、欠けていたものを抽出し、強化すべき機能というところで矢印がございますが、

この矢印のぽんぽんぽんというのが反省でありまして、①、②、③というのが強化すべき

仕組みと、こう読んでいただきまして、これは２ページ、３ページと２ページ続いており

まして全部で７項目になっております。２ページをお願いします。 

 まず、現状で十分安全だとの思い込みがなかったか、また、原子力のリスクを重要だと

思っていましたけれども、重要な経営課題として取り上げることが十分でなかったのでは

ないかという反省がございます。例えば、海外でいろいろな動きがあってもそれを吸い上

げることも含めて思い込みがあったのではないかということで、これはブルーが個社、各

事業者がやること、赤いのが先ほど申しましたみんなで検討したことのこれから電気事業

者全体としてやっていこうとすることと２つに分けておりますので、ブルーが個社で赤い

のが電気事業者と全体とこう見ていただいて、こういう観点から、まずリスク情報を認識
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して経営課題として扱う、リスクマネジメントとしてどう扱うかというのは個社でまず頑

張る必要があるということと、その個社がやっているいろんな取り組みについて、少し離

れた立場から警告するような仕組みが必要という認識でございます。 

 ２点目は、まず反省が低頻度の外的事象によるリスク低減等、各社単独の技術では解決

できないものがあるのではないかということで、要するに、外的事象のところ、後でＰＲ

Ａの議論もしますけれども、なかなか研究開発段階のものもたくさんありますので個社で

は難しいというのもあるのではないかということで、確率論的な手法を含めた技術検討、

開発を解決する少し大きな枠組みが要るのではないかというのが２点目の反省とこれから

の取り組みであります。 

 ３点目は、やはり、美浜３号の事故等がございましたが、我々のプラントの安全性が非

常に高いという少しうぬぼれがあったと、これが海外に学ぼうという姿勢が欠如したこと

に結びついたと思っています。従いまして、各社ごとにいろんな海外の知見に対する網を

張る、感度を良くして自ら対策を打つということと、やはり、さっきＪＡＮＳＩでもご説

明されましたが、リスク情報や良好事例を集積して全体として低減していくと、こういう

機能が必要であろうということでブルーと赤がございます。次のページをお願いします。 

 次に、原子力の安全研究全体を俯瞰して、やはり、研究の優先順位付け、どうしても手

前手前の方に関心が行ってしまって、我々、共通研究もそうなのですが、手前に行って少

し中期的なところを含めた資源の投入、即ち資金の投入の計画が不十分だったのではない

かということで、安全研究全体をコーディネートする、これは電気事業者全体としてどう

するかというのを作っていきたいと思っています。 

 次に、規制基準を守っていれば十分であったという考えがあった。規制の枠組みに留ま

らない安全性向上対策に消極的だった。これは大きな反省であります。これについては、

各社がまずは規制に留まらずに安全性向上をしていくという、これはリスクマネジメント

の中かもわかりませんが、そういう取り組みをするとともにそれを牽引するような仕組み

が必要ということで、一部ＪＡＮＳＩさんがございますけれども、含めまして、その牽引

をこれは全体でする必要があるということでございます。 

 少し個別技術になりますが、ＰＲＡなのですが、やはり、後で今までどのぐらいやって

いてこれからどうするかをご説明しますが、海外、特にアメリカに比べて活用が不十分で

あったと反省しております。これは各社ごとにＰＲＡの活用をしていくという取り組みが

必要でありますし、しかしながら、今後の研究開発項目もございますので、それの高度化
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につきましては、全電力大でやっていく必要があると考えております。 

 最後に、リスクの概念は社会受容性がないと、つまり、炉心溶融確率などでご説明をし

てもなかなかご理解賜れない、むしろ、そうすることが原子力発電所って危ないのではと

なるのではないかという恐れをずっと持っておりまして、なかなかリスクに基づいた説明

を避けてきたと。これは原子力は安全だと言ってきたということと表裏なのですが、従っ

て各社は、これから立地地域を含めたいろんなステークホルダーとリスクの認識を共有し

ていく必要がある。リスク評価を踏まえた防災対策とか、そういうことについて各社が各

地域と、消費地域とも必要なのですが、やっていく必要があると思っております。また、

今申しましたように、リスクの概念を社会でご理解いただくためにどういうことをしてい

かなければならないかということを含めまして、これは電気事業者が全体としてやってい

く必要があると考えております。次、お願いします。 

 従いまして、ちょっと整理をいたしますと、各社がやるリスクマネジメントに対して、

リスクの警告とか、安全性の牽引とか、実施状況の確認とか、ＰＲＡの活用を推進する後

押しとか、そういう類いのこと、電気事業者全体でやることが１つの枠組みがこれであり

ます。各社のやることのフォローとか、警告とか、推進というのが１つございますし、も

う１つは、各社でやるよりも全体でやった方が効率的なこと、それは技術開発とか、それ

からリスク情報の収集、展開とか、安全研究のコーディネート、リスクコミュニケーショ

ン手法の検討のように、各社ごとに一生懸命やるのですが、やはり全体としてやった方が

効率的なこと、この２種類があると思っておりまして、この２種類についてこれからやっ

ていくと。２６年度の早々、これが４月か５月か６月かあれなのですが、こういうことを

やっていくということを確定したいと思っています。 

 次に各社のやることなのですけれども、やはり、これも原子力リスクを経営のトップイ

シューと位置付けるということ、リスクマネジメントに取り組むということで、リスクマ

ネジメントの仕組みの強化、ＰＲＡを含めたツールの充実、それからリスクコミュニケー

ションの実施、リスク情報の開示、活用と、こういうことを各社ごとに取り組むというこ

とでございまして、このスケジュールは各社ごとになると思っています。しかし、できる

だけこれも上のやつと併せて、各社、こういうことをやるのだということを出していきた

いと考えております。次のページをお願いします。 

 ちょっと整理いたしますと、各社でやることについて今からご説明しますが、各社でや

ることは全部で１０項目でありまして、リスクマネジメントの体制面の強化。これは、経
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営トップのコミットメントを担保する社内体制をもういっぺん再構築すること。それから、

リスクマネジメントの取り組みの人材基盤を強化すること。これは私が前回お話しさせて

いただいたときにご説明しましたけれども、リスクマネジメントをやる上においての会社

の風土、安全文化の醸成というのはやっぱり必要だと思っておりますので、これを推進し

ていくということ。それから、原子力安全に対する監視機能の強化。リスク指標を活用し

たプラントの監視能力の向上。やはり、こういう数的な指標が必要であると思っています。

それから、国内外情報の収集強化。こういうことがリスクマネジメントの強化ということ

で各社やっている。 

 また、ツールの充実ということで、ＰＲＡの手法を各社ごとにそれぞれ活用範囲を拡大

して体制を整備するということがございます。 

 最後がリスクコミュニケーションでございまして、外部のステークホルダーの価値観を

汲み上げるような方策。それから、原子力の残余のリスクの存在を前提としたリスクコミ

ュニケーションをしていくこと。立地地域との情報共有と、やはり、緊急時対策の立案に

協力していくと。こういうことが必要だと考えておりまして、各社これをやっていくわけ

ですが、本日は、関西電力で少しこんなことを考えておるということをご説明いたします。 

 各社ごとにこれまでの状況は違いますので、これまでの状況を踏まえて、今後の方向性

が各社ごとに相違が出てくると考えております。関西電力におきましては、今、既にリス

クマネジメント体制はございますが、このワーキングでのご指摘いろいろございました。

そういうご指摘を踏まえて、今の組織でいいのかということについて見直す予定でありま

す。今の組織からの見直しはこれからしますが、今、一応体制があるということ。 

 それから、関西の特徴の２つ目は、やはり、美浜３号の事故以来、安全文化醸成活動を

ずっと続けてきたということ。監査部門が安全文化醸成活動、関西電力は少しリスクマネ

ジメントよりも安全文化醸成活動に力が入っておりましたのでそれの取り組みを確認して

おったり、我々なりの指標についてプラントを監視したり、海外電力事業者との情報交換

をして参ったわけですが、今回のこのワーキングも踏まえまして、先ほどの各社の議論も

踏まえまして、安全文化活動については引き続きやっていったらいいだろうと。しかしな

がら、リスクマネジメントに対する当社の取り組みは十分でなかったということで、体制

の整備、ツールの活用、情報の活用について充実していく必要があると考えています。 

 やることは、大きく４つございまして、福島事故を踏まえた原子力リスク、原子力の持

つリスクの認識をもう一度して、原子力安全にかかわる理念を定めた明文化文書を作ろう



 -18- 

とまず思っています。これが１点です。それを浸透させていく。 

 ２つ目は、経営トップのコミットメントをさらに担保するような全社のリスクマネジメ

ント組織体制を見直したいと思っています。充実し、スタッフを強化しますが、具体的に

は検討中でございます。 

 ３つ目は、これも前回も少し話させていただきましたけれども、原子力安全システム全

体を俯瞰できる人材が必要だと思っておりまして、全社のリスクマネジメント体制を強化

しますが、やはり、原子力の中のリスクマネジメント体制ということで、こういう人材を

育成して、それをリスクマネジメントの中心に据えるとともに、事故のときにこういう人

がほんとにトップの参謀として事故収拾に当たるというような仕組みをしたいと思ってお

りまして、そのような人材育成及びこういう枠組みを作りたいと思っています。 

 ４つ目はパフォーマンス指標やＰＲＡによる管理目標を活用したプラント監視をさらに

充実させていただきたいと考えています。これは体制面の強化でございます。次のページ

をお願いします。 

 ＰＲＡ手法ですけれども、現在までの取り組みというのは、レベル１ＰＲＡ、炉心溶融

のところですけれども、停止時、地震、津波、この下を見ていただくと、この赤いところ

が既にできているところであります。こっちから、内部事象、外部事象、レベル１、レベ

ル２（１.５を含む）、レベル３といっていますが、この辺の赤いところはできておりまし

て、いろんな申請書にも添付したりしております。特に、実運用としては、出力運転時の

ＰＲＡと停止時のＰＲＡなのですが、これは社員直営で停止時を計算し、我々のグループ

会社がございまして、そこで計算し、メーカーが支援していただいているのですが、例え

ば定期検査をいつどういう機器を分解点検したらいいかと、その機器ともう一つの機器を

一緒にしていいのかというところは、停止時のＰＲＡ結果、停止時の炉心溶融確率を見な

がら、点検工程をできるだけそのリスクが少ない工程で見直すということは社内で今まで

やってきました。こういう活用をしてきた。しかしながら、やはり、もう少し全体をこれ

から進めていく必要があるということで、まず、この緑でございます。緑のところ、地震

ＰＲＡ、津波ＰＲＡのレベル２まで、出力もレベル２までのところと、溢水のレベル１、

ここを何とか２年以内に、ここが実用化のところまでまず行きたいと思っております。 

 一方でレベル３のところ、特に外部事象のところがちょっと遅れておりますので、この

辺のところにつきまして、これは研究段階のものがございますので優先度の高いものを選

んで学協会でいろんな基準を作っていただきます。それに沿ってここを進めていきたいと
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考えています。しかしながら、この全体を進めるところは、先ほど申した電力事業者全体

でやる枠組みの中で牽引してもらうということを含めまして進めていきたいと思っていま

す。 

 最後にリスクコミュニケーションなのですけれども、先ほどのご指摘もあったように、

我々、情報はすぐ出すということでやっておりますが、少し双方向のコミュニケーション

が足りているのかなという問題がありまして、異常時の連絡とか、平常時の連絡とか、ほ

んとに何分で出せるかというぐらいまで気を使って一生懸命出しておるわけですが、こう

いうことを今やっていると。それから、福井県の原子力環境安全管理協議会、これは副知

事がヘッドになられまして、我々も参加し、慎重派の方々も出てきて、各自治体の方と２

カ月に１回ぐらい、起こった事象についてディスカッションすると。フランスのＣＬＩに

近いかなと思うところはあるのですが、こういうことをやっているということ。 

 さらに、こういうことをできる人材を増やさなければ、これは当社社員とグループ会社

がございますので、原子力エンジニアリングという会社がございますので、ここでも確率

安全評価をしていますから、この両方の人材の育成をさらに図る。ここは人事交流がござ

いますので、人事交流によってレベルは上がっていきますけれども、ＪＡＮＳＩさんのプ

ログラム、ＥＰＲＩ－ＲＳＭというのもございますので、こういうのも活用しながら人材

育成を図っていきたいと思ってございます。次のページをお願いします。 

 それから、まず、私は原子力事業本部長をしておりますが、平成１７年に本社機能なの

ですが、それを目の前に持っていって、一体となってコミュニケーションをするという活

動をやっております。しかしながら、双方向のコミュニケーションは少ないなという問題、

それから、残余のリスクについてのコミュニケーションはできていないと思っています。

それから、各種リスクを開示して避難計画に協力するところまで行っていませんで、避難

計画への協力はしておりますが、リスク情報を踏まえというところまで行っていないとい

うことでありますので、今後は、各種リスク情報、ＰＲＡの結果も踏まえまして、プラン

トの違いを説明していくこと。当然、古いプラントと新しいプラントでリスクは違います

ので、そういうことを踏まえてちゃんと説明するということを強化したい。 

 それから、ＰＲＡの結果を踏まえた避難計画なども少し反映していきたいと思っていま

す。現状、我々、先ほど申した原子力エンジニアリングという技術の会社と、原子力安全

システム研究所という社会研究と技術研究をやっているところがありまして、そこでは事

故が起こったときのシナリオ、次どうなるのかというのを即座に計算し、避難に対する情
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報を分け合いする、そういうことはできているのですが、ＰＲＡを活用した事前の避難計

画をどうするかというところをやっていかなければならない。 

 一番泣いておりますのは、やはりここの部分でありまして、やることは可能なのですけ

れども、本当にそれが受け入れていただけるかというところが最大の課題だと思っていま

す。これは、事業者だけでやっても多分難しいなと思っておりまして、まず事業者が一義

的に頑張る運営が必要なのですが、学会とか国におかれましても、少しこういう方向に全

体が動いていくようにご支援賜ればと思っております。 

 以上でございます。 

○安井座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、ご質問がございましたら、また名札をお立てください。いかがでしょうか。 

○井上委員  

 大変ありがとうございます。今、豊松さんがおっしゃったリスクマネジメントの体制面

における強化という部分で今後の方向性として、このようにしていくというご発言があっ

たのですが、こういうものを、先ほどのＪＡＮＳＩとの活動とも関係するのですが、全社

共通で１つの基準のようなものを作っていく必要があるのではないかと思います。という

のは、私、今ＩＡＥＡで、オフサイトに関するセーフティスタンダードの改訂という作業

に関わっておりまして、そこでは、基本的に、一番の基本は、名前は正確じゃないのです

が、ファンダメンタル・セーフティ・プリンシプル、それからベーシック・セーフティ・

スタンダードがあって、それからさらに下の階層になると個別の事象に行くと。例えば、

ＪＡＮＳＩがそういうようなシステムを考えて、次にそれぞれの発電所、個別の条件は違

うでしょうから、その階層を当てはめてやっていくというようなことで、今後のプラント

の安全性を考えていく、これはサイクル施設等についても私はそう思うのですが、そのよ

うな考え方ってできないものでしょうか。お二人にご意見をお伺いしたいです。 

○豊松オブザーバー 

 全社でやることと、ここはいろんな考え方があると思っています。今まで、やはりみん

な一緒にこうしようねというのが良かったかなという反省があります。やはり、各社が切

磋琢磨するという姿があってこそ、より高みに行くのではないかという考え方を、今、持

っています。 

 従って、下のところのリスクマネジメントをどうしていくのか、ツールをどうしていく
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のか、リスクコミュニケーションをどうしていくのか、これについては、今回のワーキン

グで方向性を出していただいたので、それをひな型として、各社がまずやるべきではない

かと。その各社がやったやつは、それでいいのかということは、上に戻りまして、各社が

取り組んでいるリスクマネジメントに対して、リスク警告、それからけん引、状況確認と

いうことで、全体で作った、ある仕組みの中でそういうチェックをしていくという方向を

まず試行してはどうか。 

 おっしゃるように、先にこういう形でやろうねという全体の枠組みを決めてしまって各

社やろうという方法もあるのですが、その部分は、今回ワーキングで概略と方向性を出し

ていただいたと認識しておりますので、それに沿ってやっていくということにしたいと考

えております。 

○安井座長 

 よろしゅうございましょうか。 

○久郷オブザーバー 

 ＪＡＮＳＩの方からもお答えさせていただきます。 

 井上委員からもおっしゃられましたように、ＩＡＥＡの基準が階層的、ピラミッド構造

がなされていて、ＪＡＮＳＩとしてはまずそれを良くきちっと勉強して、場合によっては

そこに管理をしていくことも当然視野に入れておりますし、ごく何人かはワーキンググル

ープの中でもそこに関与しております。 

 今回の、今ＪＡＮＳＩがやっております各事業者の安全性向上対策、これが必要にして

十分に、世界的な視点から十分かどうかということにつきましては、そのＩＡＥＡの階層

の中のセーフティレビュー、深層防護を取り上げておりますＳＲ４６というものに基づい

て比較検討していると。具体的な例を申し上げますとそういうような形で取り組んでおり

ますので、ＩＡＥＡのそういうものの考え方を取り入れて考えていきたいというのはYes

という回答をしております。 

○安井座長 

 それでは、続きまして八木委員。 

○八木委員 

 質問というより、若干コメントなのですけれども、このワーキングの趣旨を考えると致

し方ない部分があるのですが、ご発表の中身が、原子力の内容を電力会社内の原子力の部

門でどうやっていくかということに終始していく部分があるかなと、感じています。何が



 -22- 

申したいかといいますと、各社、いろんな方とお話ししたり、いろんな内容を聞いている

と、電力会社の中には原子力部門以外のところに使えるリソースなりノウハウというのが

あるのではないかということが申したいことでして。スライドの５ページ目のところで、

例えば８番のところで、外部ステークホルダーの価値観を汲み上げる方策の検討というの

が豊松さんのスライドの中にあるのですが、こうしたものを原子力部門だけでやろうと思

うから、新しいことを考えなければいけないという気持ちになると思うのですが。実際の

電力会社の中には多様な部門があって、原子力とは直接的には関係のない、お客様対応部

門ですとか営業とか、そこに集まっている声というのは多様です。それを原子力部門以外

の方がどう取り扱っていいのか苦慮されている部分というのが、各社、本当におありにな

るので、外に目を向けると同時にむしろ社内でもう少し他の部門も含めた何らかの検討、

ないし新しい方策は考えられないのかと感じます。 

 それと大きなところでは、やっぱり安全文化という部分が非常に効いてきまして、安全

文化の話は、常に原子力の安全文化という話になりがちなのですが、原子力だけをやって

いる電力会社は日本原電だけだと思うので、各社、基本的には電力事業者という枠で安全

を考えて、その中の１つに原子力が、当然、非常に重要なファクターではあるのですけれ

ども、あるということも、原子力部門の中の方にも、もしくはそれ以外の部門の方々の中

にも共有できるような枠組みというのが必要ではないかと思っております。 

 以上です。 

○豊松オブザーバー 

 ありがとうございます。私の説明が不十分だったのかもわかりませんが、一番上を見て

いただくと、現状、原子力部門のリスクマネジメントがあるのですが、全社のリスクマネ

ジメントがその上にございます。それで、安全文化の醸成活動は原子力でやっているので

はなくて、むしろ、これの事務局は、トップは企画担当副社長であったり、メンバーは役

員全員がメンバーになっているというところで、安全文化醸成活動をやっている。これは

先生のご指摘のように美浜３号の事故のときにも、本当に原子力だけでやっていいのか、

いろんなところの意見を聞いて、今の話でいろんなリソースを使っていくことが必要とい

うことで、それをスタートしています。 

 従って、今回、今後の方向性で示しておりますところは、２つ目のポツを見ていただく

と、経営トップのコミットメント、それから全社のリスクマネジメント体制をどうするか

ということに重点がありまして、ここを強化する。しかしながら、原子力のリスクマネジ
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メントもしないといかんということで、３つ目のポツにつながっていくと思っていただい

たらいいかと思います。 

 特に、リスクコミュニケーションについては、地域のところは、原子力部門が今福井に

ございますので、福井の中の広報部門が中心になって、消費地については、本社の本店の

広報部門、もしくは地域共生部門が今やっておりますので、それも含めて悩んでいるので

す。全社の広報とかも含めて、どうしたらリスクコミュニケーションがうまくいくか悩ん

でおりますので、そういう意味で先生のご指摘のようなところの、全社を挙げてやるとこ

ろはこの計画にも入っていますが、各所ごとに需要が違いますので、各社全部をどういう

方向でやろうかということにはなっている。ただし、なかなかリスクコミュニケーション

のところは難しくて、ご指導を賜りながらやらないといかんというのは、そのとおりだと

思っております。 

○安井座長 

 ありがとうございます。 

○久郷オブザーバー 

 すみません、ＪＡＮＳＩの久郷でございます。 

 ちょっと補足させていただきますと、ＪＡＮＳＩでは、社長の皆様方を一堂に会しまし

て、安全文化についての意見交換をやっております。we are in the same boatという、価

値観を共有するというところから始めておりまして、その中で、今まで３回やりましたけ

れども、東京電力さんの安全改革プランについて議論をしました。 

 そのときに、１つの大事な発言が１人の社長からありまして、これは原子力だけの問題

ではない、全社を挙げてやらなければいけないと。特に、今回の福島のように外部電源が

喪失して配電系統が非常にダウンしたときに、そういうところでの供給の優先順位をしっ

かり考えるとか、あるいは現場で頑張っている人たちへの兵たん、その辺もしっかりサポ

ートしていくとか、そういう全社での取り組みが今回の教訓だと。そういう発言もござい

ましたので、そういうご意見、まさにそれを受けとめていくというふうに、私どもは考え

ております。 

○安井座長 

 ありがとうございました。山口委員、お願いします。 

○山口委員 

 先ほど、ＩＡＥＡのいろいろなドキュメントの話がありましたが、この中で１つ欠けて



 -24- 

いるキーワードがあるかなと思いまして。ＩＡＥＡの基本原則もそうなのですが、原子力

学会も原子力安全の基本原則というのを出しておりまして、その中の重要なキーワードは

リーダーシップとマネジメント。そのリーダーシップの方なのですが、それは組織の最高

経営層は安全を最優先にする、そのコミットメントを明確にして実践しなければならない

と書いてありまして、やはりこの中でいろんな活動が挙げられているのですが、経営トッ

プのコミントメントを担保する社内体制の構築の前に、やはりリーダーシップというキー

ワードが必要ではないかと。それはこの議論の場でも、トップ経営層に対するトレーニン

グといいますか、それが大事だというご発言も海外からのご講演の中にありましたし、先

月の日米のラウンドテーブルでも、経営層がそういうリーダーシップを持つことの重要性

というご指摘があったかなと思います。その点、ぜひご検討いただければと思います。 

○豊松オブザーバー 

 今の点につきまして、６ページをおめくりいただいて、今後の方向性のところをご説明

したいと思います。 

 一番上のところなのですけれども、原子力の持つ高密度エネルギーの電源がございます

ので、一旦これが事故を起こしたときの被害の大きさも含めた、社会に与える影響を含め

た原子力のリスクの認識を、もう一度福島の事故を踏まえて認識した上で、トップがコミ

ットメントとして原子力安全にかかわる理念、いろいろな言葉があるのですが、これをま

ず、文書をもう一度出そうとしています。従って、まずトップがこういう理念にした文書

を出してコミットメントをまずやった上でそれを担保する。その下のリスクマネジメント

体制を作ろうということを考えています。従って、言葉がございませんので少し説明不足

ですが、まずはトップのリーダーシップのもとに、やはりこの原子力リスクをもう一度認

識したコミットメントを出すということであります。 

 先生がおっしゃったことで、少し私どもがこれからどうしたらいいか難しいのは、トレ

ーニングというのは結構難しいと思っているのです。トレーニングとは何かというのは、

いろんなプログラムがあって、原子力のことを勉強することも大事でしょうが、ＷＡＮＯ

のいろんな会議に、実はＷＡＮＯのメンバーの理事を、今回、全部社長に変えたのです。

日本の東京センターの理事は全部社長にしました。それまで、私のレベルでした。そうい

う場のディスカッションとか、ＪＡＮＳＩさんがやっておられるＣＥＯ会議のディスカッ

ション、世界のＣＥＯとディスカッションすること、それから、日本の中でもディスカッ

ションをすること、そういう世界とのディスカッションの中で原子力に対するとらまえ方
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をやっていくことが、一つの訓練という言葉を社長に使ったら怒られるのですが、だんだ

んそういう高みに行く、トップが高みに行く手段ではないかなと私は思っていますが、こ

こがそれで十分かどうかは、まだ議論する必要があると思っています。 

○久郷オブザーバー 

 ＪＡＮＳＩの久郷でございます。お手元にあるＪＡＮＳＩの資料の最後の２０ページを

ごらんいただければと思います。 

 まさに山口委員からのご指摘をＪＡＮＳＩは真摯に受けとめておりまして、リーダーシ

ップということは、先ほどの中にも抜けているところはありましたが、ちゃんと認識して

おります。特にＩＡＥＡでは、リーダーシップとマネジメントをきちっと分けて、リーダ

ーシップは方向性を出し、さらにはそれを実現させるための責任を負って物事を動かす、

そういうことに対してのものがリーダーシップであるし、しっかり目的を実現していくの

がマネジメントであるという、そういう仕分けをしております。その中で、ここの右端に

あります経営層研修でございますが、これがまさに一番トップのリーダーシップに対する

研修でございます。 

 先ほど、私が申し上げました意見交換会というのは、名前があまり適切ではないのかも

しれませんが、社長の皆様方にそういう問題意識を共有し、なおかつ議論する、討議する

場でして、そこにファシリテーターとして一番最近では元ＮＲＣの委員長であるクライン

氏をお招きして、ファシリテーターとして各社の安全に対する取り組みが、今までの東電

さんの反省等踏まえて十分かどうかを議論するということも具体的にはやっております。 

 さらに申し上げますと、リーダーシップというのは必ずしも組織のトップというだけで

はなくて、各階層におけるそれぞれのリーダーシップというものが大事だというふうにな

っておりまして、実際にはＩＮＰＯにも年間ほぼ毎日、プログラムが提供されております。

ＪＡＮＳＩはそれをひとつお手本として、少しでも近づくべく、各階層のリーダーシップ

を、こういう技術とは別に、資質面でのリーダーシップのプログラムを作っていきたいと、

事業者とやっていきたいというふうに考えています。 

○山口委員 

 トレーニングというところは失礼だったかもしれませんが、要するに御理解をいただく

と。それで、私が言いたかった点は、そういう安全の基本原則の中でも、リーダーシップ

とマネジメントをそのように併記して置いておくという意味合いは、自主的安全向上は組

織とか体制とか、そういうシステムとして動かしていくという話と、やはり強いリーダー
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シップのもとに引っ張っていくという、その両面があって初めてできるものであるという

ことだと思いますので、そんなような意識をぜひ持っていただければと思った次第です。 

○豊松オブザーバー 

 これから計画を立てますので、先生のご示唆をいただきまして、少しその辺も踏まえた

形のものにしていきたいと思います。 

○安井座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、中部電力の勝野様、お願いします。 

○勝野オブザーバー 

 ありがとうございます。私事で恐縮ですが、中座させていただきますので、提言の質疑

の前に発言をさせていただきたいと存じます。 

 事業者の取り組みの議論なので、事業者の立場から、提言案の内容に関してという意味

で、３点申し上げておきたいと思います。ただいま質疑にありましたけれども、１点目は

リスクガバナンスの構築に関してでございます。私どもとしましては、原子力部門におい

て実際に従事するものが自ら問いかける姿勢を持てるよう意識向上の活動をしております

が、さらに徹底していくとともに、現場の声に耳を傾けられる仕組みを工夫し、安全性向

上に向けた取り組みを強化してまいります。 

 その際、先ほどのご議論にありましたとおり、原子力部門以外の観点から検証が行える

仕組みに加え、トップのコミットメントをさらに強化することとしております。今後、社

長以下、さまざまな部門が参加し、多角的に取り組みの議論、検証が行える会議体を恒常

化して参りますが、その中で、社内だけでは気づかないような疑問、視点にも向き合える

ような仕組みについて検討を深めて参りたいと思います。 

 ２点目は、原子力事業に関するパブリックリレーションについてでございます。今後、

リスクはゼロでないことを前提に、社会の皆様とさらにコミュニケーションを深めていか

なければなりません。これは、事業者のリスク低減に向けた取り組みを知っていただくこ

とが出発点になると考えており、時間がかかるかもしれませんが事業者としてまずは主体

的に取り組んでまいります。 

 その際、リスクの存在や許容を前提としたコミュニケーションの難しさを踏まえますと、

やはり、原子力産業界、学会、国の力添えをぜひともお願いしたいと考えています。現在

検討が進められておりますエネルギー基本計画においても、地域社会との双方向コミュニ
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ケーションの場づくりに言及されているところでございまして、その実現に向けたご支援

をお願いしたいと存じます。 

 ３点目は、ＰＲＡの実践に関してでございます。当社といたしましても、今後、原子力

災害のリスクに向き合って、ＰＲＡを発電所内の安全レベル向上に活用していきたいと考

えております。ＰＲＡは、プラントの脆弱点を抽出し、また、対策の効果を定常化するこ

とができ、プラントの安全レベル向上に有効なツールと認識しております。今後は地震・

津波などの外的事象のＰＲＡを中心に研究開発を進めるとともに、決定論的な安全評価や

ストレステストのような安全裕度評価などと組み合わせてＰＲＡを積極的に活用してまい

りたいと考えております。 

 また、万が一のシビアアクシデントに備え、自治体の防災計画、避難計画の策定におい

て、ＰＲＡの結果などをもとに事象進展シナリオや放出量予測、放射性物質の拡散パター

ンなどを提供し、積極的に協力してまいりたいと考えております。 

 一方で、当社側の備えといたしまして、原子力災害時の社内対応体制の強化を図ってき

ており、今後、災害発生時に有効に機能するよう、可搬型、防御型設備の活用など、個別

の訓練やさまざまな要素を組み合わせた総合訓練を継続的に行い、個人及び組織としての

対応と努力を図っていきたいと考えております。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

○安井座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、いろいろありがとうございました。いよいよ本題に入らせていただきたいと

思います。 

 このあたりで提言でございますけど、既にお読みいただいていると思いますけれども、

お手元に事務局からの提言案をお配りしております。それでは、簡単に説明をしていただ

きまして、その後、議論をさせていただきたいと思います。お願いします。 

○事務局 

 ありがとうございます。まず、お手元のＡ４縦の提言案の１ページをめくっていただき

まして、目次をごらんいただきまして、構成でございます。はじめに、それから自主的安

全性向上をめぐる反省と課題、それから提言、そしてロードマップ。それから、最後にと

いうのがもし必要であれば、つけ得るように目次として立てておるという構成になってお

ります。 
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 それで、はじめにのところは中間的に議論を整理させていただいた内容をベースに書か

せていただいております。２番目は、これまでのワーキンググループでの議論の順番に沿

いまして、その具体的内容についてもきっちり書き込むことで、むしろ、それを参考にし

ていただいて、各社さん、あるいは産業界内での取り組みに生かしていただく材料をなる

べくご提供しようという趣旨で、事務局としては２番目の項目は用意してあります。 

 その上でポイントになるところは、３ポツの提言ということになってございまして、大

きく自主性が求められる取り組みと、それからそれを着実に進めて根付かせるための姿勢

というふうに分けさせていただいております。 

 それでは、まず、はじめにのところから１ページめくっていただいて、ポイントだけご

説明いたします。新たに加えましたのは、これまでワーキンググループを進めてきた、そ

こには海外の有識者の方もお招きする形で多様な議論参加の慫慂と情報発信を行ってきた

という要素をつけ加えている点以外は、中身については中間的な整理のものからほとんど

変えておりません。 

 ただ、４ページをご覧いただきますと、本ワーキンググループでの提言の趣旨というこ

とをどう位置付けるかということが、まずご議論いただかなければいけないことだと思っ

ておりまして、まさに最後の段落にありますけれども、本ワーキンググループではこうし

た論点について、原子力事業者、メーカー、学会、政府の幅広い参加を経て議論を進めて

きた。原子力の自主的な安全性向上に向けた取り組みは、政府も含めた原子力産業にかか

わる者の自発的な行動により具体化され実践されていくべきであり、これらの主体の自主

的かつ継続的な行動を期待しつつ、今後必要とされる取り組みのあり方について提言を行

うこととしたという、この提言の性格づけについて事務局としての案を提示させていただ

いておりますので、ここから議論をしていただければと思います。 

 従いまして、次の５ページから、ワーキンググループでの議論の内容を細かく書いてお

りますのは、まさに事例を詳細にお伝えすることで、自発的な産業界からの行動の具体化

の参考にしてもらったらいいのではないかという趣旨で、２ポツのところは若干詳しめに

書かせていただいているというふうにご理解いただければと思います。 

 まず、２ポツの反省と課題というところでございますが、（１）原子力のリスクとどう向

き合うかというところを整備させていただいております。ここでは、一番初めにＮＲＣの

リスクの定義を書かせていただいておりまして、この点については、若干、唐突感を持た

れる方もいるかもしれませんが、ポイントは複合回答であるというところがポイントだと
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思っておりまして、ただ単に被害掛ける確率の掛け算だけでリスクを把握するのではなく

て、低頻度であったとしても社会的に及ぼす影響が大きい場合には、その影響に着目して、

それをリスクマネジメントの対象から外してはいけないということを書かせていただいて

おります。そこから下の部分については、原子力リスクの特殊性をこのワーキングの場で

議論していただいた内容をそのまままとめておりますが、申し上げたいのは、原子力発電

についてはさまざまな社会的側面からの大きな被害を生じさせる可能性がある、そういっ

たリスクを内在するのが原子力の利用であるというところを生かしたリスクマネジメント

をしていかなければいけない。 

 その上で６ページに進んでいただきますと、これまでの反省ということで、何度も議論

に出てきましたが、規制水準を満たした上で積み重ねられた安全の実績により自信過剰に

なり、継続的安全性向上の努力を怠ってきた。特に、事故の発生頻度が低いため、それに

対する原子力関係者の感受性も低かったと。 

 また、原子力事業者は確率が低くとも社会に甚大な影響をもたらし得る社会的リスクを

内在する原子力特有のリスクと真摯に向き合わなかったと。それが、シビアアクシデント

対策の対応、あるいは基準を超えた自主的安全性向上の姿勢が弱かったという点に反映さ

れていたのではないかと。 

 今後にどう生かしていくかという示唆についても、十分ご議論いただいた点なので繰り

返しませんけれども、特にレジリエンスという考え方でこういったリスクと向き合うべき

ではないかという議論があったかと承知しております。６ページの記述は、若干回復力が

レジリエンスだと読み誤ってしまうような表現があることは、尾本委員からもご指摘をい

ただいているとおりですので、この辺はむしろ、後でもレジリエンスが出てきますけれど

も、リスクガバナンス、あるいはリスクマネジメントを考える上のプロセスで、レジリエ

ンスという概念を念頭に置きながら、そのリスクマネジメントを回していくという趣旨で、

もう少し６ページの記述は改訂したほうがいいかもしれないと思っております。 

 その上で、２つ目の論点ですけれども、そういった特殊性を有する原子力のリスクと適

切に向き合っていくためには、どのようなリスクガバナンスの枠組みを想定して、その中

でどのようにリスクマネジメントを回していくのかという論点についてご議論をいただい

た内容を整理させていただいております。特に原子力事業は社会的リスクを伴うものであ

るがゆえに、そのリスクマネジメントは個々の企業の事情だけで適切に実現することはな

く、規制当局・産業界・一般市民等のさまざまなステークホルダーの利害、国際環境、社
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会的風土等の要因など、幅広い利害や要因と関係付けられた適切なリスクガバナンスのも

とに位置付けられなければならないと。従って、その適切なリスクガバナンスというのは、

常に外部のステークホルダーとのコミュニケーションを行うことで、日々変化していく国

際情勢、社会風土等の要因に、整合的な形でプレアセスメント、リスク評価、リスクの特

徴づけ、判断、リスクマネジメント、そしてさらなるプレアセスメントへという循環がな

いといけないという形で、この場でのご議論を表現させていただいております。 

 また、７ページの一番下の段落にありますとおり、リスクマネジメントのあり方として

レジリエンスの発想が重要だと。それは確率が極めて低かったとしても損害は甚大である

ということを念頭に、常に特定のシナリオ以外の想定外があり得ることを念頭に置いたリ

スクマネジメント全体を回していかなきゃいけないという趣旨で、レジリエンスの発想を

持つべきであるというふうに記載させていただいております。 

 これまでの反省ということで、８ページの下半分のところにまとめさせていただいてお

ります。原子力のリスクの特有な面についてのトップのコミットメントの欠如、非常事態

に対応可能なプラントの設計理解・判断能力に長けた人材育成・訓練の不足、原子力の安

全性に関するリスク情報の整備・活用の不足、リスクマネジメントへの外部のステークホ

ルダーの積極的な参加を求めるコミュニケーションの不足といったようなことを表から見

てとれる事象として触れながら、反省としております。 

 それから、さらに９ページにかけてでございますが、いわゆるデザインオーソリティー

が原子力事業者の側にきっちりとあったのかという点。それから、メーカーの側にも同型

原発の事故情報の共有であったり、あるいは安全対策を、いわゆる顧客とサービスを提供

する側との関係で積極的に提案することに躊躇はなかったかといった論点についても反省

という形で触れさせていただいておりまして、さらにはＩＡＥＡのレビューミッションを

積極的に活用といった国際的な知見に対する積極的な姿勢の欠如についても反省として書

かせていただいております。 

 その上で、９ページの後半からは、航空産業の事例ということで、ここはまさに先ほど

ご説明したとおり、各社でリスクマネジメントのあり方を具体化していただく上での参考

として、この場でいろいろご議論いただいた貴重な内容ということで、事務局なりにまと

めさせていただいております。若干細かくなっておりますのは、そういう趣旨であるとい

うことをご理解いただければと思っております。 

 その上で、１０ページの最後、この航空産業の例の最後に書いてありますが、航空産業
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においては、発生した事故や安全性を低下させ得る重大な不具合を分析した結果必要とさ

れる追加的安全対策について、対象となる航空機の設計を承認した国の追加的規制要求が、

他国においても規制要求化されていく仕組みが整っているというところまで、産業全体と

して進んでいるという点がありまして、ここなども原子力産業の将来像の一つとして置き

ながら、事業者さん、あるいはメーカー、あるいは学会の方々の最終的な目標に向けた自

発的なアクションというものを考えてもいいのではないかということで、あえて、尾本先

生のご紹介をいただいた論点を加えさせていただいております。 

 それから、３つ目はリスク評価とリスク管理目標ということでございまして、当然、Ｐ

ＲＡだけでやっていれば安全性につながるということではないということを十分認識した

上で、他方で、我が国においてその実践が十分でなかったということは明確であり、かつ、

ＰＲＡ自体には網羅的な評価、脆弱点の抽出、対策の効果の定量化による比較可能性をも

たらす効果、そういったものを考えますと、効果的なリスクマネジメントを実施する上で

は、不可欠かつ優先して整備すべきリスクマネジメント・ツールであるということを書か

せていただいております。ただ、この整理でいきますと、いわゆるアンノウン・アンノウ

ズに対する配慮みたいな論点については若干漏れるところがありますので、そこは今日の

ご議論を踏まえて、我々としても加筆の仕方を工夫していきたい、そのように考えており

ます。 

 それから、１１ページ以降でございますが、これまでの反省と課題という点につきまし

ては、やはり規制がリスクベースでなかった、あるいはリスクはゼロでなく、有害事故が

起こる得ることを認めることへの社会の反応に対する懸念、あるいはその評価結果の不確

かさが大きいのではないかといったような社会的な情勢を言い訳に、積極的な活用に至っ

てなかったのではないかということを率直に書いた方がいいのではないかということで、

書かせていただいております。かつ、決定論的思考のみで安全対策のあり方を検討すると、

やはり事故シナリオの網羅的な把握や安全要求の効果の比較の機会が欠けるので、結果と

して、自律的で適切なリスクマネジメントが阻害されてきたのではないかと。特に我が国

ではＰＲＡの実施が欠けていたということでございます。 

 その上で、１１ページの下のところから、米国では具体的にリスク評価、あるいはそれ

をめぐる安全対策、さらにはリスクマネジメントが、少なくとも我が国よりは確実に好循

環の形で回っているのではないかと考えておりまして、ここも具体化していくのは、まさ

に自発的な行動にお委ねするということでありますが、アメリカでの実態について、詳細
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にご紹介させていただいているということであります。ここは先ほど日米のラウンドテー

ブルの議論でもご紹介しましたとおり、事業者側からのリスク情報の整理、そしてその積

極的な規制当局への提示、そこからＮＲＣの側にも気づきの機会があったといったような、

産業界からのイニシアチブがあってこそ、ＰＲＡを規制運用に活用していくということに

つながりましたし、それがあったからこそ、各社の中においてもリスクを扱う部門の発言

力の向上、それから、経営層も含めたリスクリテラシーの向上といった好循環につながっ

ていった部分があるということだと認識しておりまして、そこをまとめております。 

 それから１２ページの下から、リスクコミュニケーションという論点についてのご議論

をまとめさせていただいております。ここも詳細を繰り返すのではないかと思いますけれ

ども、安全か安全ではないかという二元論を容認して、安全と答える失敗を繰り返しては

ならない。したがって、常に残余のリスクがあることを前提にステークホルダーの方々と

のコミュニケーションを行うべきであるというまとめ方をさせていただいております。さ

らには、リスク情報がどういった形で国民に届いてきたか、特に福島第一事故の状況をと

らまえて、異なる分野の研究者間のコミュニケーション、あるいは産業界と国民、あるい

は研究者と実務者、そういった分野を超えたリスクに関するコミュニケーションが不十分

だったというご指摘についても触れさせていただいております。 

 また、ここでも一部議論になりましたが、学者、医者の方々など、専門家の意見がかな

り大きく異なっていて、国民にとって何が正しいかはっきりしない状況というのがあった

ので、むしろ専門家の中でのコンセンサスを形成していく取り組みというのもあって良か

ったのではないかという指摘についても触れさせていただいております。 

 その上で、１３ページの後半で、当事者の信頼が失われている状況では、なかなかコミ

ュニケーションは成り立たないという論点について答えを導き出すとすれば、ステークホ

ルダーとの価値の共有、あるいはリスクマネジメントのプロセスにステークホルダーの価

値観をどう反映させていくかという発想が重要ではないかということで、ワーキングにお

いてプレゼンテーションいただきました内容に沿って、この点、まとめさせていただいて

おりますけれども、そもそもステークホルダーと価値を共有するということ自体が可能な

のかどうか、あるいはそれがリスクマネジメントの向上に本当につながっていくかという

点については、今回のワーキングでもぜひご議論を深めていただければというふうに考え

ております。 

 その上で、１４ページの「同時に」と書いてある段落でございますが、今日も幾つか議
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論がございましたけれども、いわゆるリスク情報を裸でそのまま使ったところで、リスク

コミュニケーションのツールにはなり得ないということがご議論の大勢であったと思いま

して、むしろ、地域住民の方々が問いたいのは、万が一避難が必要になったときに自分自

身が逃げられるのかという点でありまして、こういった点に答えていく上では、むしろ、

自動的に出てくるリスク情報をそのまま使うということではなく、やはりより高いレベル

でのリスク評価を自ら回しながら、こういった地域住民の方々が答えを求めている内容に、

きっちりとそれをカスタマイズした上で使っていかないとだめだというご議論についてご

紹介しておきます。 

 また、１４ページの後半はフランスの事例ということで、ＣＬＩの内容について、ここ

も詳しめに書いております。ポイントでございますけれども、どの電力会社さんにも、い

わゆる地域住民の方を中心とするステークホルダーのご意見を吸い上げるメカニズムとい

うのは、多かれ少なかれあると承知しておりますけれども、いずれも事務局は電力会社さ

んが行う形が多い。先ほど関西さんの場合は福井県が中心となって回されているという点

は若干異なる点があろうかと思いますけれども、ＣＬＩの場合、共通すべきなのはＣＬＩ

のメンバー自身がアジェンダセッティングなり、必要な情報を求めに行く権限を持ってい

て、それに義務的に応えていかなければいけない立場に、規制当局と事業者が置かれてい

るという点かと思います。 

 それから、１５ページの後半はアメリカの事例についても紹介させていただいておりま

して、アメリカにおいてはＮＥＩが石油の流出事故を対岸の火事とせずに、透明性、公開

制、迅速性が重要だということで、産業界としての原子力の安全性についての情報発信を、

まさに福島事故の際に向上された形で実践をした結果、原子力に対する国民の支持率が回

復した経緯、こちらも委員会のプレゼンテーションの中でありましたことをご紹介させて

いただいております。ただ、留意が必要なのは、広報活動組織として公衆の理解を獲得す

るまでには、組織の統廃合、あるいは事故以後の長期の時間がかかっているという点につ

いても留意が必要であるということもあわせて記載しております。 

 最後に（５）ということで、産業界全体でどのような仕組みがあれば、必要な個々のア

クションというのが根づいていくのかという点についてまとめさせていただいております。 

 これまでの反省と課題ということでございますけれども、やはり総花的に必要な対策を

羅列したり、ミッションのはっきりしない新組織を立ち上げることでは、自主的な安全性

向上が継続的に進展していく望ましい姿が実現しないということであります。その上で、
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ＪＡＮＳＩの取り組みというのは大いに期待されるところでありますし、今後、リーダー

シップを育んでいく、さらなる発展をむしろしていただかないと困るというのがこのワー

キンググループでのご議論だったかと思います。 

 それから、さらには原子力規制委員会との間で、規制課題についての科学的かつ建設的

なコミュニケーションが十分にできていない現状があるということにつきまして、ワーキ

ングの議論も踏まえて、やはり連合体に依存した落としどころを探り合うような対応に陥

ってしまっていてはよろしくないのではないかという論点を提示させていただいておりま

す。さらに、こういう産業界全体の仕組みという観点では、１６ページの一番下から１７

ページにかけて、分野を超えたリスクコミュニケーションが不十分だったということも、

改めて関連してくるということかと思います。 

 そういう観点から、１７ページから１８ページ、それから１９ページにかけまして、こ

うしたアメリカの産業界の仕組みが、どういう工夫が組み込まれているかという点を、こ

ちらも細かめにファクトとしてまとめさせていただいております。まず、ＩＮＰＯについ

ては年１回開催される非公開のＣＥＯ会議でのピアプレッシャー、それからＩＮＰＯのプ

ラント評価の結果が保険料の減免にもつながる形でのインセンティブ構造があると。 

 他方で、ＩＮＰＯも発足当初からそういったリーダーシップを発揮していたわけではな

くて、当初、海軍の経験者も登用するなど頑張ったけれども、やはり電力事業者からの人

材面でのサポートはなかなか得られなかったと。そこが、ＩＮＰＯで働けば実際の稼働率

向上につながる有益な知識が得られるという事例を受けてリーダーシップを獲得するに至

り、現在では５００分の３９０人がプロパー職員、そして、そうじゃない方がピアレビュ

ーのプロセスに参加することで高い能力を持った方として各社に戻っていくという好循環

ができていると承知しております。 

 また、ＮＥＩにつきましては、ポイントは１８ページの一番上の段落にありますが、１

２０名のプロパー職員によって支えられておりまして、出向者数名程度。意思決定も全会

一致ということではなく、８０％以上の同意でワンボイスを導き出すと。さらには、メー

カー、コンサルタント等を広く集めるような専門家会合も積極的に開催し、ＥＰＲＩとの

連携もしながら、科学的な情報発信をしていくための産業界での議論を１つのテーブルで

議論することができる。ＮＥＩの観点からも、ＮＲＣの規制の最適化に貢献できた、いろ

いろな情報発信が少なくとも２０件以上あったといったプレゼンテーションについて紹介

しております。 
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 また、安全研究について、ＥＰＲＩがまさに研究のコーディネートをする立場で、アメ

リカにおいてもさまざまな機関に散らばっている軽水炉安全研究に関する人材、あるいは

資金を、高いコーディネーション機能のもとで有効に活用していく。あるいは、アメリカ

の場合には日本と違って雇用に流動性があるので、コンサルティングファンドやエンジニ

アリング会社など、民間部門に個社でのリスクマネジメントをサポートするような人材が

多くいるというのが、日本との違いとしては認識すべき点なのではないかという点も紹介

させていただいております。 

 最後に、軽水炉の安全研究についてご議論をいただいた概要をご紹介しております。こ

れまでの反省ということで、軽水炉のシビアアクシデントに関する研究開発が、やはり重

点が低かったのではないかと。それから、産学官が協力して効率的に研究開発を進めるた

めのコーディネーションの場、あるいは機能が欠けていたのではないかと。さらには、こ

れから先、規制委員会は独立した存在として安全研究にも関わっていくわけですけれども、

だからこそ、共通すべき知的基盤についてどのような共同研究のあり方を考えていけばい

いのかというのは論点になり得るという形で提示しております。 

 それから、アメリカの事例ということで、ＥＰＲＩのプロジェクトマネジメント技能に

加えまして、ＮＲＣなどはむしろ利害相反があり得る民間事業者であったりＤＯＥであっ

たりとの共同研究をすることを前提に、むしろ、その進め方をきっちりとルール化してい

るという点についてご紹介させていただいております。 

 それから、２１ページですが、フランスにおいては規制当局を支える立場のＩＲＳＮと

いう組織が、実は推進側のＣＥＡという組織であったり、電気事業者のＥＤＦ、あるいは

メーカーのＡＲＥＶＡとの間での共同研究を当然行っていて、フランスの場合には、組織

の内部にファイヤーウォールを設ける形で利害相反の防止というものをやっているという

ことでございます。 

 ２１ページの後半はワーキングの議論で、ある意味、何らかの政府が中心となったロー

ドマップを策定するということも考え得るのではないかという点と、その際に、国際的な

効率性を実現するための配慮が必要であるというご指摘について、あわせて記載させてい

ただいております。 

 その上で、２５ページからが提言ということでございまして、ここからはお手元のＡ３

の縦の紙も横に置いていただきながら、ポイントだけご説明申し上げます。 

 まず、提言の部分につきましては、前回のワーキンググループで、いわゆる２ポツにあ
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るような、目次に沿ってやらなければいけない取り組みを羅列するのではだめだというこ

とでコメントをいただきましたので、むしろ、自主的・継続的安全性向上の結果、実現し

なければいけないことは何かということに沿って、項目を整理し直しております。それが

Ａ４縦の紙の左端の欄にあります１、２、３、４、５ということで、まず、低頻度の事象

を見逃さない網羅的なリスク評価の実施を実現しなければいけない。それから、深層防護

の充実を通じた残余のリスクの低減。３番目に、外的事象に着目した事故シーケンス及び

クリフエッジの特定と、レジリエンスの向上。こういったことをきっちりとリスクマネジ

メントの過程で実現していかなければいけないということで、リスクガバナンス枠組みの

構築と、各原子力事業者の適切なリスクマネジメントの実施と。それとの関係性を、緑の

矢印で書いてある。わかりにくいのですが、これ以上工夫しようがないということで、ま

たご指導ください。 

 それから、最後の５番目の軽水炉安全研究の重点化とコーディネーション機能の強化、

こちらも大きくリスクガバナンス枠組み中に位置づけられて、効率的に意味のあるものと

して進めていかなければいけないということで、緑の矢印で関係性を持たせているところ

であります。 

 そして、これはロードマップですので、具体的にいつの時期までに何をやるかという点

まで踏み込むのは、自主的な安全性向上を求める提言としてはやり過ぎなのではないかと

いうのが、この事務局としての提案である一方で、当然、ロードマップなので、これは右

に時間軸が進んでいくということで、右端に、常にさらなる高みを目指す自主的安全性向

上の枠組みの実現という理想に向かって、やらなければいけないことの関係性、前後関係

をまとめたというのが左端と右端の真ん中にある部分でございます。 

 この真ん中にある部分は、本文にあります項目と全て対応しておりますので、以後、こ

のＡ３の紙に基づいてご説明申し上げます。 

 まずは低頻度の事象を見逃さない網羅的なリスク評価の実施ということでございまして、

ここは実際の炉で、レベル２ＰＲＡ、あるいはレベル３ＰＲＡの実施につながっていく適

切なリスク評価をしましょうと。そのために、個社ベースでの取り組みだけに委ねている

のであれば、先ほどご紹介したアメリカとは、やはり人的なバックグラウンド、すなわち

民間のコンサルタントやエンジニアリング会社の存在ということが薄いとすると、やはり、

各社のＰＲＡ実施を慫慂したり、ＰＲＡの高度化研究を担う主体の構築といったことも考

えるべきではないかということで、報告書でも、２２ページ、２３ページにかけて、原子
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力のリスク研究の人的、知的蓄積を集約することも検討に値するといったような条件を使

わせていただいております。 

 その上で、こういったＰＲＡ基礎基盤というのは、国内外の研究機関との連携を通じた、

恒常的な向上がなければいけませんし、学会においても、常に高度化に向けた環境整備を

お願いしたいと考えておりますし、政府としてもしかるべき研究開発支援を行っていくと

いう形で、ここではＡ３の右上にありますとおり、この前のような主体を大ぐくり化する

のではなくて、原子力産業界共通、メーカー、電気事業者個社、学会、政府、そして、あ

る意味、広く原子力分野全体としての取り組みということで色分けをさせていただいてお

ります。 

 ２番目の残余のリスクの低減ということでございますけれども、この点については、や

はり残余のリスクの低減に向けた経営トップのコミットメントのもとに、リスク情報の把

握、適切なリソース配分が可能となるような仕組みを各社でつくっていただかないと困る。

ボトムアップで会社運営をされている場合には、とにかくやると決めたことは上まで一気

に上がるけれども、やらないと決めたことはそれぞれの層で止まってしまうので、リスク

把握という意味では、常に網羅的な情報が上まで上がらないというのが、これまでの電力

会社さんの意思決定の常だったと思いますので、そういったところを、リスクマネジメン

トのあり方を抜本的に見直していただくという趣旨であります。それから、メーカーにお

かれてもいろいろな課題の横展開を含めて、積極的に貢献いただくべきだと思っておりま

す。それから、さらには残余のリスクがあるということを前提に、外部のステークホルダ

ーときっちりとコミュニケーションしていくと、余計な残余のリスクの存在に気づきやす

くなるということだと思っておりまして、ここはリスクマネジメントのあり方とも深く絡

みますけれども、常に残余のリスクの存在をステークホルダーと共有していくことが重要

であると。 

 それから、新型炉の設計、国内外の最新の知見は、メーカーにもきっちりと共有してい

ただく役割を果たしていただきたいと思いますし、学会におかれても、そういった最新の

知見についての電気事業者、メーカーの方へのフィードバックをお願いしたいという趣旨

であります。 

 それから、３番目の事故シーケンス、クリフエッジの特定、そしてレジリエンスの向上

という点でございますけれども、ここは常に事故が起こらないという発想はもう捨てて、

あらゆる事故のシーケンスを想定し、それについてのクリフエッジを特定していくことで、
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万が一のシビアアクシデントが起きた場合にも、その後の対応を含めた対応能力の向上に

つなげていっていただきたい。特にそういったマネージをできる人材の育成ということが

重要だという点は、このワーキングでも提言がありましたので記載させていただいており

ますし、レジリエンスの向上という意味では、これまでＰＲＡの部分でも意識が低かった

と思いますし、地域住民の方との関わりでも意識が低かった、避難計画、防災、あるいは

その後の実力部隊の能力の向上といった取り組みを、各研究事業者さんで取り組んでいた

だくとともに、当然、政府としても防災体制を充実・支援するためのやるべき対応をしな

ければいけないということで整備させていただいております。 

 こういったものが、きっちりとしたリスクマネジメントのもとに常にローリングされて、

さらなる高みにつながっていくためには、適切なリスクガバナンス枠組みのもとに、その

リスクマネジメントが置かれなければいけないということだと思っておりまして、まず、

個社ベースの取り組みとしては、再び経営トップのコミットメント、リスク情報をしっか

りと上まで上がる形で経営判断の一部にしていただく工夫、それから、必要があれば第三

者的な視点から安全監視機能を構築していくことが必要になってくるのではないかと思い

ます。 

 さらには、リスク情報、どのようなパフォーマンス・インディケータをどう集めていっ

たらいいのかという点におけるプラント監視能力の向上。それから、リスク管理目標をき

っちり設定して、それとの比較において継続的な安全向上の成果を会社内、あるいは外部

のステークホルダーに対して示していくことが重要であろうと。それから、外部のステー

クホルダーとのリスクの認識と課題の共有こそが、経営の方向性を、常に間違っていない

方向に維持してくれるプレッシャーになるのではないか。 

 それから、ＪＡＮＳＩによるピアプレッシャーの強化というのも、このリスクマネジメ

ントを適切に回すために重要ではないかということで、ＪＡＮＳＩの機能強化、これはＪ

ＡＮＳＩの機能のうち、特にピアプレッシャーの高度化、さらには、高度化したピアプレ

ッシャー結果に基づくインセンティブ導入の開始、そして、もしこういったリスクマネジ

メントがきっちり回っている状態にあるということになれば、しかるべき主体が科学的・

客観的な情報発信を行っていく主体、すなわち、ＮＥＩのような主体に発展していくこと

が考え得るのではないかと、このように置かせていただいております。 

 最後、軽水炉安全研究につきましては、政府を中心にロードマップを作成した上で、し

っかりと規制当局による規制研究とも効率性が図れるような、協力研究枠組みの構築を進



 -39- 

めて、そのロードマップを改訂していくことで効率化を図ることの提言内容をロードマッ

プにしております。なお、Ａ４の提言内容の２７ページ以降に、今ご紹介した取り組みを

着実に進めて根付かせるために、特に求められる姿勢ということで、ここで掲げてある５

点につきましては、いつまでに何をしろというよりも、常に意識して改善していかなけれ

ばいけない５点ということでリストアップしておりまして、批判的思考や残余のリスクへ

の想像力等を備えた組織文化の実現、国内外の最新の知見の迅速な導入と日本の取り組み

の海外発信、外部ステークホルダーのインボルブメント、産業内での人的、知的基盤の充

実、ロードマップの共有とローリングを通じた全体最適の追求というものをリストアップ

させていただいておりまして、ロードマップ上は、取り組みを下支えする項目として、ロ

ードマップの一番下の青い箱に書かせていただいております。 

 その中で、２７ページにあります批判的思考や残余のリスクの想像力を備えた組織文化

の実現という点につきましては、尾本委員からもコメントをいただいておりますけれども、

具体的にどうすればいいんだという点が弱いのは、まさにそのとおりでありまして、この

点もぜひご議論を深めていただければと思っております。 

 それから、２８ページにありますロードマップの共有とローリングを通じた全体最適の

追求というところで、我々の事務局の提案としましては、このワーキングの議論でもあり

ましたとおり、それぞれの取り組みを、それぞれの主体がやれと言って言いっぱなしにす

ることですと、部分最適の追求だけに終わってしまって、全体としてのリスクガバナンス

が適切な形で実現しないおそれがあるということだと思っておりますので、我々の提案は、

政府が今日ご提示したロードマップを、例えばロードマップにのっとった取り組みが進ん

でいるかを定期的にレビューして、そして必要なコーディネーションが必要であれば、そ

の場でご議論いただいて、それぞれの主体とそのコーディネーション結果を共有するよう

な場を設けてはどうかと。即ちこのワーキンググループを継続した方がいいのではないか

という提案にしたいのですけれども、他方で、これは産業界の自主的取り組みについての

ロードマップですので、政府が前に出て行くのがいいのかどうかというのはご議論があろ

うかと思いますので、ぜひご議論を深めていただければと思っています。 

 そして、２９ページに「最後に」という項目を置いておりますのは、こういった提言で

は書き切れない内容があればということで用意してありますけれども、必要がなければ削

除するということでございます。 

 長くなりましたが、事務局からは以上でございます。 
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○安井座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、大体１時間弱のご議論をいただきますが、きょうの議論だけで全部が語り尽

くされるとも思えないので、もし、事務局へのインプットがあれば、また文書レベルで、

言い残したことをいただけるとありがたいという、言えとは言われていないのですけれど

も、多分そうですよね。 

○事務局 

 はい。 

○安井座長 

 それで、いつぐらいまでを締め切りとしてお考えか、ちょっとおっしゃっていただけま

すか。次、２５日に向けてどんな仕上がりをお考えか。 

○事務局 

 多分、来週中に２５日用の案を皆さんにお送りするというのでは遅いと思うので、来週

の水曜日ぐらいには修正した案を皆さんに送りたいと思いますので、申し訳ないのですが、

もし、紙でいただく場合には月曜日までにいただけると。 

○安井座長 

 なるほど。週末の宿題ということでございまして、ご議論に関しましては、４ページま

でが「はじめに」ということになっておりまして、ここで一番重要なのは、４ページのと

ころで報告書全体のスコープみたいなものが書かれていますが、こんなものでよろしいか。

ここが決まらないと全体が決まらないと思いますので、４ページまでの、特に最後のあた

りのまとめがよろしいかどうかをご議論いただきたいと思います。ここで書き切れなかっ

たら、「最後に」が出てくるのかなという気もするのですが。 

 とりあえずここに集中をしていて、例えばスコープとして使用済みの核燃料がどうのこ

うのとか、そういうようなことに関してはほとんど触れていないのですが、そういうこと

は他にもあるよるねというのを「最後に」にまとめることで何とか処理できるかなという

気もするのですけれども、そのあたりはいかがでしょうか。まあ、これで行くのですかね。

そういう気がするのですが、特に何かご意見があればいただければありがたいですが。そ

れでは、とりあえずこういうことで行かせていただきたいと思います。 

 それでは、第２章というのですか、５ページ目からは現状の認識、反省と課題というこ

とで、認識でございますが、何かご指摘いただける、いや、こんな議論もしたよとか、こ
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んなことが抜けているとか、いろいろご指摘をいただければと思いますが、何かございま

したらお願いしたいと思います。 

 もちろん戻ることは可能でございますが、何かございましたら先にご指摘をいただいて、

あとは最後のロードマップに沿った形で書かれております３章、２２ページからに参りた

いと思います。とりあえず２の部分、５ページから２１ページまで、何か抜けているとか、

何かありましたらどうぞ。 

○山口委員 

 質問でもあるのですが、９ページのところで「ＩＡＥＡのレビューミッション等」とい

うくだりがありまして、これはＩＲＲＳのことではなくてですか。 

○事務局 

 事業者として利用できるサービスです。 

○山口委員 

 わかりました。 

○安井座長 

 ほかに何かございますか。 

 どうぞ。 

○関村委員 

 細かなことなのですが、谷口先生の図１がリファーされておりまして、これは非常に重

要な図なのですが、オリジナルはもちろん英語で書かれているもので、私も安全研究の立

場から、これは非常に重要なものとして再掲をさせていただきましたが、赤字で書いてあ

るリスク意思決定・対応というところと知識生成・評価というのは、そこにある、近くに

ある矢印のことだけを示しているのではなくて、実はこの左半分と右半分という概念を分

けるためのキーワードとしてオリジナルのペーパーに書かれておりますので、そこを間違

えないようにしていただく。あるいはオリジナルのペーパーは英語なのですが、そこは谷

口先生の責任で出すということの方が適切ではないかなと。昨今、リファレンスは非常に

重要だと思いますので、よろしくお願いします。 

○安井座長 

 ありがとうございました。なるべくオリジナルに沿った形で、書き直すと。 

 八木委員、お願いします。 

○八木委員 
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 若干細かな点なのですけれども、主語というか、「専門家は」と一般論で書かれていると

ころが原子力事業者の同義である場合と、いろいろなパターンが見受けられるように思い

ますので、個別にまたテキストでチェックしてコメントを入れますけれども、事務局とし

ても見直していただきたいと思います。 

○安井座長 

 ありがとうございました。 

 ほかに、どうぞ。 

○上塚委員 

 すいません、このロードマップに書かれているものもそうなのですけれども、今、主語

がないという発言もあったのですが、役割分担ですよね。その辺のところをもう少し明確

に。例えば安全研究とか、そういうものはどこが実際に実施するのかというようなことも

含めて、もうちょっとそれぞれのところの役割分担というのを書けないかなという気がす

るのです。 

○事務局 

 むしろこの場で、誰に何をやれと言っていただければ我々は書きやすいのですけれども。

そこまで議論が行っていなかったので、書いてないと。 

○井上委員 

 私は研究端にいますから分かりますが、例えば安全研究にはいろいろな、関連研究機関

がありますね。そのようななかで、研究がそれぞれオーバーラップしているのに、今、ほ

とんど調整がとられていないです。そういう中で、この安全研究については、責任を持っ

て実施する研究機関をアイデンティファイまでいかなくてもきちんと定義する必要がある

と思うのです。そのあたりのことをもう少し書けないかなという。 

○事務局 

 それは、ロードマップを作るとして、そこにコミットすべき組織を、具体名を挙げてき

っちり書き込むというご趣旨でよろしいですか。 

○井上委員 

 そうですね。それから例えば学会にしても、こういう知見を集めて欲しいときちんと書

いてあるのですが、学会の役割って本当にそこだけなのかなという感じもしますし、その

あたりも考慮いただけたらなと思います。 

 それからもう一つ、言葉の問題なのですけれども、３ページと、今のＡ３の資料ですけ
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れども「ロードマップ」という言葉、これが適切なのかどうか何となく引っかかるところ

もあるのです。このロードマップで何を規定しているのかということを少し書いていただ

くか、それとも、ロードマップというより、これは基本姿勢とか、先ほどのそれぞれの機

関の役割とか、そういうことだと思うのです。ちょっと適当な表現はすぐには私も分から

ないのですが。 

○安井座長 

 横軸にちょっと時間軸をとりたくて、それで、米国であれだけの時間がかかったのを何

年でやるかというのを、明示はできないもののそれを意識として示したい。何かいい単語

があればすぐに変えますが。 

 それでは、また後でご検討いただくことにして、順番ですが、関村委員、守屋様、あと

横山委員ということでお願いします。関村委員、それ、終わりですか。 

○事務局 

 立ったままです。 

○安井座長 

 立ったままですか。 

 どうぞ。 

○関村委員 

 先ほどの、井上委員がおっしゃったことに追加でございます。学協会の役割ということ

に関する認識について、井上委員のおっしゃたことはそのままでございます。 

 それで、きょう、ＪＡＮＳＩからも、今までなかったのですが、規格化とか、規格基準

というのを民間規格として進めていく。これについては学協会の規格が民間規格の代表的

なものであるとしますと、この件について学協会だけにどういうように入れていただくか、

これについてはさらにご検討をいただくことが必要だと思いますし、学協会としても、そ

れにかなりの重点的な力を注いできたということだと思います。 

 先ほど山口先生からあった原子力安全の基本的な考え方というのは、原子力学会の標準

委員会がどのように規格化、標準を今後進めていくかという考え方の中の基本として定め

たものということもありますので、この辺をお願いできればと思います。 

 もう１点、別件でございますが、前半の提言に入る前のところでレジリエンスの概念の

扱いが少し明確ではないところがあるなと感じました。それはどうしてかといいますと、

深層防護の第５層としての、防災あるいは緊急時の対応ということについては、当時の国
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会事故調等の議論を引いていただいています。これは初めの方にあったと思います。 

 一方で、リスクガバナンスあるいはリスクマネジメントという制約が、その範疇で議論

できることにもある面での制約があって、それを何らかの形で補う考え方で工学的な体系

というものを、今、レジリエンス工学という形で、古田先生が一番中心なのですが、進め

ていただいているということを考えますと、レジリエンスの扱いについて前半のところで

もう少し丁寧に考えていただければ、その後のリスクコミュニケーションの役割について、

リスクガバナンス、リスクマネジメントにもう少し踏み込んだ提言というものにつながる

のかなと。実際、提言のほうではレジリエンスの概念、非常に適切にまとめられていると

思いますが、その前のところでのレジリエンスの考え方について、深層防護の第５層とし

ての防災の観点からの議論が必要だと思います。 

 一方でそういうことを考えますと、防災における事業者、産業界の役割ということにつ

きましても、今一歩踏み込んだ議論をすればいいのかなという感想を持ってはおります。

米国の例では、事業者が防災計画を定めていくということが要求事項の１つになっている

と聞かせていただいておりますので、こういうこととの関係の中で、リスクガバナンス、

リスクマネジメント、あるいはレジリエンスとコミュニケーションということを捉えられ

るというような前提を書いていく必要があると考えております。 

 少し抽象的な言い方で申し訳ございませんが、そこはコメントとして受け取っていただ

ければと思います。 

 以上です。 

○安井座長 

 守屋様お願いします。 

○守屋オブザーバー 

 先ほどの運営委員会で出ましたコメントの最初の方と関連するのですけれども、具体的

に１９ページの（６）の軽水炉の安全研究で、これまでの反省と課題というところの文書

の３行目のところですけれども、「特に、軽水炉のシビアアクシデントに係る研究開発はほ

ぼ実施されてこなかった」というのは、言葉が足らなくて少し誤解を招く。しかも、その

誤解が後のことに影響すると思いまして、事実は、昔で言う原研さんを含めて、シビアア

クシデント研究というのはそれなりにやっていた時期はある。それが、前段に書いてあり

ますように、全体の安全研究の減少と予算の減少ということで減ってきたというのが、ま

ず事実認識だと思うのです。本質的に、もっと大事なことは、そういう研究のアクティビ
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ティが、少なくとも産業界だとか、いろいろなところと強い連携を持っていなかったので、

予算の確保とか有効な研究というものが実質的になされてこなかったというところが本質

的な反省だろうと思います。その辺を少し言葉を入れていただいて、しっかり書き込んで

いただくのが１つ重要なのかなと思います。 

○安井座長 

 わかりました。 

 それでは、次に横山委員。 

○横山委員 

 １１ページのところにＰＳＡの不確かさの話等が入っているのですが、それ以外のとこ

ろにも関わってきて、透明性の話とか、外部のステークホルダーを含めて議論するという

ことに関してなのですけれども、ＰＳＡをツールとして使うことは、私もそういうふうに

書くべきと考えてきたのですが、米国の事例等でも紹介がありましたし、今日、お配りい

ただいた事務局資料としてのラウンドテーブルのところでもご説明いただいたのですが、

ＰＳＡを不確かさを洗い出すというか、どこが問題なのかという洗い出すものとして使う

のであって、この透明性のところには、確かに可能な限り透明性をと書かれているので。

数字を示してとか、どういうことをやるとこういうふうになるというようなことを言うわ

けではないということを、「可能な限りの透明性」という書き方をされていると思うのです

が、そのあたりがうまく、先ほどのラウンドテーブルなり、米国の事例等を用いて説明で

きないかなというようなことをコメントとして述べさせていただきたい。 

○事務局 

 今の透明性のところ、２８ページのくだりです。 

 ここで意識していましたのは、仮にＪＡＮＳＩさんがＩＮＰＯを目標とされているとす

ると、今はＰＲＡの値をもってピアプレッシャーをかけようとはされていないはずです。

いわゆる５段階評価に行き着く過程のデータについては、アメリカにおいて情報開示を求

める裁判が起きて、それを開示してしまうと逆に真正なデータが事業者から来ないので開

示しなくていいという最高裁判決が出ているわけです。したがってピアプレッシャーを有

効に機能させるためには、隠すところは隠した方がいいのではないかという趣旨でここは

書いています。そういう意味では、ここではＰＲＡは想定していないということなのです。

従って、ＰＲＡの不確かさを明らかにする過程で使っていくべきだという趣旨が前半で足

りていないと思いますので、そこを盛り込もうと思います。ここは、そういう意味では別
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の趣旨で。 

○横山委員 

 わかりました。 

○安井座長 

 それでは、東芝の前川さんから。 

○前川オブザーバー 

 ありがとうございます。 

 ２点あるのですが、１点目は目次を見たときに、２の（３）と（４）にリスク評価、管

理目標、コミュニケーションと、非常に大事なところを取り上げられていて、それに対し

て３章の提言のところで、これに対応するようなところを探すと、３の（１）の④、４行

ぐらい書いてあって、事務局、大分ご苦労されているような感じなのですが、ここが受け

るのかなという感じがあるのですけれども。文書の中身を見ると、やはり課題と反省のと

ころで出てきている、いろいろな理解されるコミュニケーションとか、そういうところを、

もう少し利活用を含めた議論をしてはどうかというのはあったように思うので、それを、

２４ページがいいのかどうかはちょっとよくわからないのですけれども、そのあたりのと

ころに入れてもらったらどうか。 

 具体的にどういうことかというと、ＰＲＡをやりました、他のいろいろな評価もやりま

したと、それを、単に伝えるという話にプラスして、いわゆる、相手が理解しやすい説明

というのですかね、そこの話を、これはこの前もリスクコミュニケーションの議論があっ

たと思うのですけれども、特に、最近の数字というのはテラベクレルとか、マイナスの７

乗とか、一般のステークホルダーの皆さんにとってみると必ずしも慣れ親しんでいる数字

ではないと。そういうものを、いや、こうなのです、ああなのですということだけでは、

多分、皆さんへの理解というのは進んでいかなくて、それを、どういう言い方をしていけ

ば、より理解が。わかってくれないと困るのですではなくて、相手が聞いたときになるほ

どねと思ってもらえるやり方を考えていく必要があるのではないかと、そこのご配慮をお

願いしたい。 

 ２点目はＰＲＡの活用。これは１１ページに積極的な活用に至らなかったというような

文言があって、これもこの場で議論があって、それでこれをどう利活用していくかという

のが大きなところです。そこで、関村先生がおっしゃっていますけれども、ガイドライン

ですとか、あるいは基準化というような、これからそういったところに少し踏み込んでい
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く必要があるのではないかとます。そういうところにも少し言及していただければよろし

いかなと思います。あと、細かいことはまた事務局へお出ししたいと思います。 

 以上です。 

○事務局 

 すみません、２個目のほうは第２章で強化して書いた方がいいのでしょうか。それとも

提言？ 

○前川オブザーバー 

 提言のほうが。 

○事務局 

 提言ですか。 

○前川オブザーバー 

 この章立てからいうと、そのほうがいいのではないかなという。 

○事務局 

 わかりました。 

○安井座長 

 ありがとうございました。 

 谷口委員。 

○谷口委員 

 ２つほど、コメントというか、このワーキングで具体的に議論をしてないことは書かな

いのかどうか分からないのですが、いずれにしてもこのペーパーが世の中に見えるような、

これを見て社会がどう動くかということかと思うのですが。そういう目で見ると、いろい

ろな反省が最初の方に書いてあるのですけれども、この中にないというか、緊急事態のと

きに防災体制にいろいろな問題もあったといろいろな反省は書かれているのですけれども、

それと同時に、緊急事態に本当に対応するときの能力、これからこれを読む人は一方で再

稼働とかいろいろなことを頭に置きながら見ると、今、防災計画ができていないとかそう

いう議論もありますけれども、本当に緊急事態に対応する能力という意味で実際にどうだ

ったのか、本当はそこにたくさんの問題があったのだろうと思っております。 

 レジリエンスの広い議論をしていて、この報告書全体は、これからいろいろな評価をし

て準備していくという、そういうところの議論をやっているが、緊急事態対応能力として

本当に何が必要なのかということについてはどうだったのか。これは事業者だけではない
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ので、規制もそうでしょうし、福島を見ればわかったように、自衛隊から、国を挙げて対

応しなければいけない。アメリカではないですけれども、いわゆるナショナル・インシデ

ント・マネジメント・システムみたいなので言えば、アメリカはそういうときにどういう

コアケイパビリティを持っていないといけないのかというのは全部アイデンティファイさ

れているわけです。そういう細かい議論があるけれども、いずれにしても、我が国におい

て緊急事態対応ということについての記述が、反省って１回もここでしていないのであれ

なのですけれども、事業者も緊急自体に本当に対応する能力として今見てみると何が欠け

ているのかという議論が足りないかなと思っています。 

 それはなぜかというと、この報告書は福島以降３年後に出るので、この３年間一体何を

していたのか、何でできなかったのかということも反省の中に書かなかったらだめだと思

うのです。その議論はここで話をしたわけではないので難しいところはあるかと思います

が、やはり社会がこの報告書を見て注目するときは、３年たっているのでそのことについ

ても何らか記述しておかないと、昔はなかったんですと言っているだけではしようがない

かなと、とても雑駁なコメントですけれども読んでいてそういう気が。そこがすこっと抜

け落ちている感じが感じしております。 

 後ろに国も挙げて何とか提言のところに緊急時対応が少し書いてあるのですけれども、

ちなみに今、国でも大きい、災害だけじゃないですけれども、国土強靱化の議論があるよ

うに、あれの具体的な議論というのは国家を挙げてやる話と結局同じような話になるので、

そういう大きな枠組みの中でこういう議論になるという話なので、そこは規制の議論も含

めて政府機関全体として、地方公共団体も含めてそういうことについての問題認識も少し

書き込んでおくことが重要かと個人的には考えます。 

○安井座長 

 ありがとうございました。 

○事務局 

 そういう意味で、一番初めに座長からご提案いただいた、この報告書のカバレッジをど

うするか。それから外れる部分があれば、「最後に」みたいなところをうまく使ってやって

いこうということだとすると、谷口先生のご指摘は二通り裁き方があると思っていまして、

リスクガバナンスがうまく回っていなかったがゆえに、国、地方公共団体、規制当局も含

めた緊急事態対応能力が欠けていたと言ってここで反省をするか。それとも、このリスク

ガバナンスの枠組みというのは、当然、国全体としての非常事態対応にも生かされるべき
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話であって、こういう点は当然認識しているのでちゃんと国は考えろと言って、最後に載

せるとか。どっちがいいのでしょうね。 

○谷口委員 

 ２番目。 

○事務局 

 最後？ わかりました。 

○安井座長 

 ありがとうございました。 

 それでは山口委員、お願いします。 

○山口委員 

 この報告書の提言の一番シンプルなメッセージは何かというと、やはりリスクマネジメ

ントとリスクガバナンスをやらなければいけないということだと思うのですが、違和感が

あったのは、２ページ目のところに①から⑤が書いてありましてその順に従って展開され

ているのですけれども、これの説明が最初にＰＲＡから入るのですね。それからリスク低

減をやって、あと、プラント固有の問題をちゃんとやりなさいとあって、それでリスクガ

バナンス、マネジメントというのがあるのですが、④には、その中に新知見の話とかが入

っていて、⑤が安全研究ということで何となく据わりがしっくりこなくて。イメージとし

ては、最初のところに安全性向上のさらなる高みを目指すリスクガバナンス枠組みの構築、

リスクマネジメントの実施というものがあって、その下にリスク評価の実施、リスクの低

減、プラント固有、新知見へと展開するのがいいのではないかと思いながら見ていたので

すけれども、図の説明で、④をここに置いたのは安全研究と上のところとの間にくっつけ

たい趣旨？そういうわけではない？ちょっとそういうことで、流れとしては、やはり全般

をずっと見ると、そういうリスクガバナンスの、それがキーワードだと思うので、そこか

ら入るのがいいのではないかという点を思いました。構成にかかわる大きな話です。 

 それから２点目なのですが、リスクコミュニケーションのところで少し議論が消化不良

になっていたような気がして、それは、いわゆる相互信頼を醸成する意味での、よく、リ

スクコミュニケーションの方が、その目的なのだとおっしゃるリスクコミュニケーション

という言葉の使い方と、あとは安全対策とか、そういうものに対する物事を決めていくた

めの議論、それをリスクコミュニケーションと言っている場合と、何か二通りあるように

思いまして。尾本委員からもご指摘のあった、相互に信頼のあるリスク対話でないとだめ
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だという中谷内先生のご指摘、あれは私もおかしいと思っていたのですが、実は、物事を

決めるためのコミュニケーションというのは、やはりお互いに共通する部分があっての議

論でないと意味がないのです。一方で、相互に信頼を醸成する、あるいはいろいろな情報

を伝達していくというようなコミュニケーションでは、必ずしもそれは必要じゃないとい

うふうに思うので、リスクコミュニケーションという意味合いを２つ整理をして、質的安

全を向上するために何をやっていくのかというのにステークホルダーが関与してやるとい

う話と、それのリスクマネジメントなりリスク評価の結果を、社会との接点としてどう伝

えていくかという話とを分けたほうがいいのではないか。それに関連して、外部ステーク

ホルダーという言葉を、そういう意味で言うときちんと定義をしていただいて、あるとこ

ろでは地域住民という意味で使っているところもありますし、あるところでは電力会社以

外の人という意味で使っているようにも見受けられますし、その辺が少し気になるところ

でした。 

 以上です。 

○事務局 

 １点目は、④と⑤の関係性とかはあまり意図していませんで、いきなり適切なリスクガ

バナンスと提示して、今の日本の読者の方に響くかと思っただけなのです。そこは当然、

整理学としては④が全体を包括しているので、我々の議論を経てくれば、おそらく④や①

のほうがわかりやすいというのは全くそのとおりなのですけれども、リスクマネジメント、

リスク評価とか、いろいろ議論してみると、やはり適切なリスクガバナンスがないとだめ

だなというほうがわかりやすいかどうかという観点で。 

○山口委員 

 よろしいですか。その趣旨もよくわかりますし、これは①が低頻度を見逃さないリスク

評価というと、何となく陳腐な感じもして、もしそうであると、④は外に出して、①、②、

③、それから④の前半のところ、それで安全研究と並べた上で最後にリスクガバナンスの

話を整理するほうがすっきりしているのではないかと思います。 

○安井座長 

 ありがとうございました。 

 次は、八木委員。 

○八木委員 

 すいません、３点あるのですけれども。細かな方からいきますと、１４ページ目から１
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５ページ目にかけてＣＬＩに関する記述があるかと思うのですが、皆様もご存じのように

ＣＬＩのケースの全てが必ずしもうまくいっているわけではなくて、これを持ち込んだら

うまくいくというような間違ったイメージが伝わるのもよろしくないと思いますので、米

国の事例報告がそうなっているように、一定の留意する点があるとか、限定的な成功事例

であるというふうなことは文言として付け加えていただきたいというのが１つ目です。 

 ２点目は、山口委員がおっしゃったことと、私が言いたかったことが共通だと聞いてい

て思っていたのですが、リスクコミュニケーションという言葉の使われ方が、この中で非

常に多義的になっているというか、まざっているというのが実情としてあると思います。

私自身もそういうふうなことを指摘しましたし、中谷内先生の指摘もそうだったのですが、

このワーキングのスコープというものを１回外して原子力のリスクコミュニケーションを

考えるのであれば、それこそ価値の共有や、信頼や、いろいろなキーワードが入ってきま

す。今回の報告書はわりとそれに引っ張られる記述というか、それを前提にした記述とい

うのが多数あると思うのです。そもそも原子力発電所を日本の中で使うのか、どの程度使

っていくのかというところまで幅を広げたリスクコミュニケーションと、一定使わざるを

得ないという前提に立つとしたら、より安全性が向上するためにはどうすればいいかとい

うリスクコミュニケーション、実際にはこの中で両方の記述がまじっています。それによ

り双方向でなければならないとか、アジェンダのセッティングはステークホルダー側に委

ねなければいけないと言いつつ、それによってリスクの認知のギャップが狭まるとか、原

子力を安全性に対して皆さんがコミットしてくれるような記述につながっている文書の箇

所があります。全体に係るので、これをどう修正するかずっと悩んでいて、難しいところ

はあるのですが、そこをもう１回、頭を整理し直して書くと、本質的に言いたいことは変

わらないと思うのですが、書きぶりというレベルで変わってくる部分があろうかと思いま

す。これが２点目です。 

 ３点目として、それを踏まえた上でロードマップの方に戻りたいのですけれども、４番

目のところです、パブリックリレーションを取り込んだ適切なリスクガバナンスという枠

組みのところで、ここに政府の取り組みという欄はなくなっているのですね。上のほうに

はありますけれども。本質的に言うのであれば、こここそやはり政府が前に出る程度の議

論はあった方がいいとは思うのですけれども、これはやはり自主的なところに任せるだけ

ではなくて、先ほどの緊急時対応の話も含めて、政府としてどうするかみたいなコミット

メントはあったほうがいいとは思うので、記述が入れられるようだったら、むしろ私はロ
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ードマップの中に入れていただきたいと思います。 

 以上です。 

○安井座長 

 豊松様、お願いします。 

○豊松オブザーバー 

 ３点あったのですが、最後の１つは、今八木先生におっしゃっていただいたパブリック

リレーションのところに、やはり政府が入った形にならないと、結局、確実に安全評価を

含めて、これをステークホルダー固有するにおいても、これはぜひ必要だと思いますので、

いろいろな書き方があっていいと思うのですが、こういうふうに入れたらと。これは、全

く同じことになって申しわけございません。 

２つあります。１つは、やはり谷口先生のおっしゃったように、事故が起こったときの

対応能力みたいなことは、やはりとても重要だろうと。まず２ページに書いていただいて

いることを見ますと、一番下から①、②、③、④、⑤とあって、③のところに、万が一の

事故後のレジリエンスの向上と、こういう言葉がここにあると。それを受けた答えは２４

ページなのですけれども、③の項目、原子力事業と漠と書いてあるので、ここがもう少し

書けないのかなと思います。なのでこれ、本当は谷口さんおっしゃるように原子力事業以

外のことを書かないかんのですが、書けないので、すれば、ここは、ちょっと私のプレゼ

ンを少ししゃべらせていただいたのですが、①の人材育成だけ書いてあるのですが、今日

の資料で書きましたが、この事故時の、こういうときの、事業者の、まず体制強化ですね、

これ、私さっき言うたように、原子力安全全体を俯瞰できる人員さんをそこに置いて、何

人か必ず置いて、それがサポートできる体制ということ、後ほど具体的に言いたいのです

が、例えば訓練ですよね。ブラインド訓練だと思っていまして、ブラインド訓練を普通に

重ねることだと思っています。ちょっとそこをもうちょっと書いたほうがいいかなと、ち

ょっと思っています。あまりしゃべってないので、言って申しわけないのですが。その上

で、先ほどおっしゃったように、最終的には訓練もですね、規制委員会と一緒にやらない

かんわけですね、規制委員会、来られてやるわけですから、そらもう、今、もう、そうい

うことで、できる範囲はやっているのですが、最終的にそっち側の話からいくかなという

のが思っています。 

 最後の１点は、ローリングをしていくという、２８ページのところなのですが、このマ

ップは、５年もしくはそれからもずっと続いてしまう、そういう理解をしているのですが、
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それは、短期的な原子力の信頼という議論より、少し長期的なことも含めた原子炉の信頼

ということをロードマップで達成しようとしていただいている。これが原子力の信頼とい

うことで重要だと思ったときに、ローリングする理由が、やはり、今これは、この進捗状

況をローリングするのだと書いておられるけれども、やはり原子力政策の動向とかね、そ

れから原子力事業のそのときの状況ですよね、１年、２年、３年、そういうことも踏まえ

つつローリングするということが重要ではないかという気がいたします。これも私見なの

で、申しわけございませんが。 

○安井座長 

 続きまして、桐本委員ですかね。 

○桐本委員 

 すいません、１９ページの図２に関してコメントなのですが、この間の、本文の中でも

いろいろときちんと書かれているとは思うのですが、ＮＲＣのですね、ここの関わりが、

この図の中には、誤解を生むのではないかと、前々から思っている部分があって、この間

のラウンドテーブルミーティングの場でも、皆さんおっしゃっているように、規制側と事

業者側、それから専門家、一般公衆も含めて、相当多くの議論が闘えるような状態になっ

て、我々の目の前で論戦をしたり、国際会議でも平気でやられるわけですね、彼らは。 

 アメリカの場合、この中ではリスクコミュニケーションの１５ページ、米国事例のとこ

ろにも、例えばＮＲＣの地方局が公開会議で住民に説明をする。安全性に関しての説明責

任をＮＲＣがきちんととるというような形があって、ＮＲＣはだからこそオープンな場で

きちんと、事業者とも技術的な議論を真面目に闘わすというところで、彼らはきちんと責

任を持って考えているので、そういう意味でいくと、ＮＲＣところでこの図だけで見てし

まうと、多分、原子力を知らない立場で、やはりアメリカのほうもＮＲＣは事業者を監督

して、悪いことをする事業者に罰を与えるためにいるんだなとしか見えないのですが、実

際にはこのＮＲＣは、一般国民に対してきちんと、ＮＥＩから引っ張っているようなとこ

ろの情報提供であるとか、安全性の説明というところもきちんと担っている。もう一つ、

この中に関村先生の学会の話がありますが、アメリカの学会のポジションというのは、こ

の中では結構大事なところにあるのではないかと。要するにあそこの中で、日本の場合、

学会はわりと組織から出て行くような部分というのがあって、今も、規制側の委員は学会

のほうから、原子力学会から今も退去しているわけですけれども、アメリカの場合、あそ

こには平気でＮＲＣの人間と事業所の人間が出ていって、お互い、がんがんやり合うわけ
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です。やはり学会はそういうことで、身分を超えたところで専門家が闘う立場というのが、

アメリカはやはり、そこは絶対に残す部分なので、これは、日本でできるかどうかは別と

して、日本の場合とアメリカ場合で並べたら、そこは明らかに違う部分になっているので

きちんとしたほうがいい。 

 要するに、どこでやるのだという、やはり学会できちんとやるというのが一番大事なこ

とだと思うので、日本もそういう空気に、当初は、いろいろとあるかもしれませんけれど

も、やはり垣根を超えたところで、きちんとした専門の議論ができる場をちゃんと作りま

しょうという話を、提言の中でも入れていただいたほうがいいのではないか。そうすると、

事業者もやはり、調整をするのではなくて、真面目な議論をそこでしなければならなく、

自動的になるということは思います。 

 以上です。 

○安井座長 

 事務局の努力を期待しましょう。 

 井上委員、お願いします。 

○井上委員 

 すいません、先ほど言い残したことがありまして、もう少し。 

 最後の２８ページの、今後の取り扱いについてなのですけれども、これを見ますと、今

回、こういうふうに議論をしまして、こういうロードマップをつくりましたと。あと、こ

のロードマップに基づいてそれぞれのところが考えて、何かアクションを起こしてくださ

いと。政府はその後、進捗を見てコーディネーションしますよというふうにとれるのです

けれども、今、このままで手を離して、しばらくはこれに沿って自由にやってくださいと

いうことになるのですが、先ほども申しましたが、例えば軽水炉の安全研究など、そうい

うのはどこが担ってやるのかということがポイントと思います。特に安全研究というのは、

過去の積み重ねからのデータの蓄積とか、それに基づいたインプットが非常に大事ですの

で、そのあたりのことをもう少し、こういう場をもう１ラウンドするのか、それとも別の

アクションでするのか、次のステップをもう少し分かるように検討いただけるとありがた

い。 

 以上でございます。 

○安井座長 

 ありがとうございました。 
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 守屋さん、お願いします。 

○守屋オブザーバー 

 ２つあるのですが、１つは２７ページのところで、今後の姿勢ということで、②に国内

外の最新の知見の迅速な導入云々とあるのですが、この「迅速な」というキーワードは、

私、個人的には非常に重要なキーワードだと思っていまして、今までの反省の中で、やは

り迅速さに欠ける部分はある。そのときに、なぜ迅速にできなかったのかといったときに、

中に書いてあることを見ると、要は事業者の活動、努力だけに何か絞られているのですけ

れども、現実の姿を見ると、事業者の単なる努力がどうのこうのという議論ではなくて、

やはり、厳密というよりは厳格というか、ある種、非常に厳し過ぎる規制の前に立ち往生

している姿とか、それから関係者の皆さんのコンセンサスを得るのに相当な時間をかけて

いるとか、そういうものが、過去に結構あったかと思うのです。そうすると、やはりこれ

から考えなければいけないのは、新知見が見えたときに、軽率にはできないのですが、で

も、いいことだったら、やはり早く、ある種最低限の対策なり、取り入れをするというこ

とを真剣に考えないと、議論はいっぱいしているのですが、結局手おくれな事態というの

がまた出てくるような気がするので、この部分をもうちょっと、その辺、入れていただけ

ないかなというのが第１点です。 

 それから２点目は細か過ぎることなのですが、Ａ３のロードマップを見たときに、２の

ところにメーカーの役割が２つほど書かれているのですが、下のほうは、収集と共有だけ

で終わっていて、これではちょっとメーカーの仕事が情けなくて、メーカーとしてみれば、

やはり具体的な設備なり、やり方なりの対策を提案するというのが最終的に課せられた義

務だと思っていまして、報告書のほうを見ると、その辺は少し触れていますので、やはり

ここは、その辺をきちんと書いていただきたいというのが２点目です。 

 以上です。 

○安井座長 

 ありがとうございました。 

 再び谷口委員、お願いします。 

○谷口委員 

 第１点は、先ほど、山口さんも八木さんもリスクコミュニケーションを挙げられたんで

すけれども、整理の仕方は少し工夫したいと思いますけれども、例えば事業者、ここの自

主的な取り組みということで、関係する組織のことに関連して言うと、リスクコミュニケ
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ーションは地域社会であったり、外とのコミュニケーション、いわゆるエクスターナル・

リスクコミュニケーションなのですけれども、こういうのをやろうと思うと、私は常に言

っているのですけれども、組織の中のリスクコミュニケーションができるような環境じゃ

ない組織はできないので、ちゃんと、リスクコミュニケーションというか、リスクコミュ

ニケーションは、要は、さまざまな懸念事項であったり、関心事項、そういうふうなこと

を、リスクということに関連して、そのことを自由に表明して、意見交換ができて、でき

ればコラボレーションして、そのリスクの削減に向かっていく。そういうことだと思って

いるので、そういう面では組織の中、国も含めてですけれども、それぞれの組織の中で、

ちゃんとしたリスクコミュニケーションができるようにするということが、第一に、きち

んと書かれる必要があると私は思っています。みんな外との関係しか書いていないのだけ

れども、中もきちんと、いろいろな意味での利害関係者なので、そこのコミュニケーショ

ンがきちんとできる、これがいわゆる、あまり好きではないけれども「安全文化」とか、

そういう組織の風土なり行動様式を変えていく、これができなければ組織リスク管理とい

うのはあり得ないわけですから、リスクコミュニケーションについては、インターナルな

ところでもこれがきちんと実現するという、その努力・工夫をきちんと書いておく必要が

あると私は思っています。 

 あとは尾本さんのメモについていろいろ議論ができたら一番いいのではないと思うので

すが、規制とのかかわりは、やはり今、いろいろな話を聞いていても、やはりそこは、守

屋さんの話もそうですし、そこにはいろいろなものが絡むので、規制について何か、かか

わり方について、きちんと議論しておいたほうがいいけれども、書かないとやはり、これ

が社会に出たときに、やはりおかしいのだと思うのです。これが足りなければ、もう少し

続けて議論するかのどちらかになると思いますが。そう思います。 

○安井座長 

 考えさせていただきます。 

 では、尾本委員お願いいたします。 

○尾本委員 

 この報告で一番重要なのは３章だと思うのですが、今もまだ３章に至っていないわけで

す。 

○安井座長 

 そうなのですよね。 
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○尾本委員 

 しかし皆さん、３章、３章と、もう既に議論が行っています。私も３章になったら話を

しようと思って待っていたのですが、時間がなくなりますので、話をさせていただきます。 

 たくさんありますので、書いたものを刷ってまいりました。提言に関する意見と、その

ほかの部分になりますが、提言に関する部分については５つ書いております。 

 まず、規制とのかかわり、これはもう話がありましたが、このワーキンググループの中

でも、前回ですかね、規制についての話がありました。これは何らかの格好で盛り込むべ

きではないかと思います。 

 それから２つ目に、取り組む姿勢の中で「批判的思考」というのが言及されていて、こ

れは非常にいいと思うのですが、そういう考え方をするということだけではなくて、具体

的な取り組みというものが提言の中にはあっていいのではないかと思います。私もこのワ

ーキンググループの中で話をしましたが、ＩＮＰＯの報告、あるいはアメリカやフランス

での当直の中の、一種お目付役ともいえるセーフティエンジニアの役割、こういったこと

については真剣に考えていくべきではないかと思っております。むしろこれはワーキング

グループの提言ではなくて、そういうことを踏まえて事業者方針の中で出てくるものかも

しれません。 

 ３番目に、産業界団体の在り方については、アメリカからのプレゼンテーションでかな

り細かく、その歴史を含めて聞きましたが、それを踏まえて日本はどう考えるのかという

ことが提言にはありません。これもまた、このワーキンググループの報告で提言するとい

うよりも、それを勘案した上で産業界が出すべき見解の中で、おそらく出されるものであ

ろうと思います。 

 ４番目ですが、これは深層防護の充実のところで、第四層以降のマネジメント、それか

ら網羅的なリスク評価が処方箋であるかのように書かれていますが、事故の背景には必ず

設計の問題があります。福島を見てもタービンビルの地下室の洪水だとか、ベントを介し

て４号機の水素爆発を起こしたとか、アイソレーションコンデンサーも隔離のオーバーラ

イドができない設計だったとか、たくさんあります。そういったことを踏まえると、第一

層を含めた「Safety by Design」ということが、電力も、もっと力を注ぐべきということ

が提言の中で触れられていいのではないかと思っております。 

 それから５番目にロードマップ、これは非常にいいアイデアだと思っておりますので、

そこをもうちょっと、こんなふうに補強したらどうかということを３つほど提案したいと
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思います。 

 １つはマイルストーンです。ロードマップは、マイルストーンと、そのマイルストーン

において何を達成するかということとセットで書かれるのが一般的だと思います。しかし

ながら今はそういう構成になっていない。そこは改良の余地があるのではないかと思いま

す。 

 それから、何を達成するかということについて、定量性に欠けます。ここに書いてある

項目は、主観的に何とでも答えを出せるもので、そこに定量性を盛り込む必要があるので

はないか。むしろこれは、このワーキンググループが定量的なものを作るというよりも、

ロードマップは、ローリングで次第にいいものになっていくと思うのですが、その中で事

業者が主体となって作り上げていくものだと思います。 

 ３番目。これはこういうことを考えてもいいのではないかということです。長期的には

航空から学ぶということを考えていただければと思います。添付で世界航空安全ロードマ

ップをつけておりますが、このロードマップのすばらしいところは、規制も、航空機メー

カーも、事業者である航空会社も一体になってロードマップをつくって安全に向けて努力

するのに使っている。そしてそこに、さらに定量的評価手法もつくっているということで

す。絵を見ていただければわかりますが、定量的な指標というのは何枚かペーパーがあり

ますが、最後のところに、一体何をもって評価をしていくかということが書いてあります。 

 ここで重要なのは、ロードマップを考えるときに、そこには２つの要素があると思いま

す。１つはアウトプット、それからアウトカムです。アウトプットというのは我々が一体

何をするのか、どういうプロダクトを生んでいくか。アウトカムというのは、それによっ

て実際にプラントの安全がどんなふうに変化したかという究極的なところです。今の航空

のロードマップを見ていただきますと、これはアウトプットベースで書かれています。し

かし、どういうアウトカムを生むかということが重要で、それがその前にある定量的な、

例えば乗客死亡率等になっているわけです。いずれは、両方ともつくるべきで、かつ私の

期待するところは、規制も、メーカーも、事業者も、一体になってつくる。そういうこと

を、日本が福島事故を踏まえて、世界に先駆けてやるということが、世界からも評価され

るのではないかと私は思っています。 

 それから、２番目に書いてありますのは、報告書で気になる見方／認識。これは本来、

２章のところで幾つか議論をしてほしかったところではありますが、ここで何項目か挙げ

てあります。１つは低頻度の事象を見逃さない網羅的なリスク評価ということですが、こ
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こについては、どちらかというとＰＲＡに対する楽観論が非常に述べられています。しか

し、ＰＲＡというのは基本的にはKnown／unknownを扱っている。Unknown／unknownsは扱っ

ていません。それから福島事故を見ても、これは見逃したと言えるのかどうかということ

については非常に疑問があります。これについては注のところで、東電が津波、ＰＳＡも

含めてどんなふうに評価をしてきたか。それに、津波の専門家、あるいは地震の専門家が

どんなふうにかかわってきたかということを幾つか書いていますので、これは見ていただ

ければと思います。 

 それからレジリエンスについては、事後の回復、特にレベル４のディフェンスインデプ

スばかりが議論されているようですが、それらがスムーズに行われるためには事前の予測

と防護、いわゆる「Prepared to unexpected」が必要。ですから、レジリエンスについてH

ollnagelも「prevent-prepare-respond-recover」という４つを言っていまして、その前者

の２つの要素を盛り込んだ形で書かれるのが適切ではないかなと思います。 

 それから報告書の１４ページを見ると、「価値を共有して」が３回出てきます。ここにい

ささか抵抗があります。というのは、価値の共有は本来可能なのかという疑問です。リス

クある技術をどうするかという部分には、基本的には価値観の相違ということが、それぞ

れの人の立場の違いの背景にあるわけです。同じ価値観を持つように仕向けることは不可

能です。ですから、「価値観を共有する」という言葉に対しては大変抵抗があります。 

 それから、日本での外因事象のＰＲＡは、あたかもされなかったかのような表現が日米

ＰＲＡラウンドテーブルでもありました。しかし、その認識は本当に正しいのかというこ

とです。私の理解するところ、８０年代後半から９０年代に、ＪＡＥＡ、その当時はＪＡ

ＥＲＩでしたが、活発に行われていて、それからＮＵＰＥＣでもフラジリティに関するデ

ータも、非常にたくさんとられています。そういったことがされているのですが、実際に

は、それが必ずしもうまく活用されてこなかった。また、事業者の中でもサイト特有の減

衰特性みたいなものが地震に関して充分にとられてこなかったというところが問題で、一

概に外因事象ＰＲＡをやってこなかったというふうに見ることは適切ではないと思います。 

 最後、そのほか、この報告書の表現についてはたくさんコメントがありますが、それは

別で提出してあります。 

○安井座長 

 事務局が大変助かると思いますので、よろしくお願いします。 

 それでは三菱重工、佐治様、お願いします。 
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○佐治オブザーバー 

 私も３章がいつ来るのかなと思ってずっと待っていたのですが、今、尾本さんから口火

を切っていただきましたので、申し上げます。 

 私のほうは極めて、記述に対するストレートな、個別具体的なコメントでして、簡潔に

４点申し上げます。 

 １つは、メーカーの役割を２３ページで書いていただいておりますが、②のｂ）他のプ

ラントに横展開すべき安全対策を、積極的に同型プラントを保有する他の原子力事業者に

提案するとともにというふうに書かれているのですが、これですと、水平展開がメーンの

ようにイメージしてしまいます。もともと、最初のほうの９ページのところで発注者と請

負者という関係性を超えて、常に原子力事業者に対して積極的な安全性向上対策を発信し

ていく必要があると認められる。まさに、これが最初に求められるのだろうと思いますの

で、これに対応するような文言に変えていただき、さらにそれを横展開していく、水平展

開していくという趣旨が望ましいかなと思います。 

 それから、このロードマップとかこの報告書、今後、産業界の宿題になってまいります

ので、その点で、ちょっと細かな話を申し上げて恐縮なのですが、１つはロードマップの

最初のところですが、我が国の原子力リスク研究の人的、知的蓄積の集約とありますが、

人的の集約って一体何だろうと考えてしまいます。それぞれの組織がそれぞれのミッショ

ンを担って、こういうリスク研究のリソースがあるということは、私は違和感がないので、

人的集約というのを、本文では検討と書いてあるので、それはそれでいいのかなと思いま

すが、ロードマップで集約とはっきり書かれているので、これについてはやや違和感を覚

えました。 

 それから、ＰＲＡ基礎基盤の整備のところですが、上のポツです。研究機関や海外との

連携を通じた機器の耐久力等のＰＲＡのための基盤データベースとありますが、機器の耐

久力をここで特出ししたのが違和感があるのです。言うならば故障リスクぐらいのほうが

いいのかなと。これは多分、外的事象に対してフラジリティのことを言っているのではな

いかと思うのですが、これが基盤データベースという形で特出しされると、やや違和感が

あるところです。 

 それからもう１点、最後です。また１番目のところなのですが、今の人的、知的集約の

下の左側のところですが、各社のＰＲＡ実施を慫慂するとともに、ＰＲＡ高度化の研究を

担う主体の構築。それからＰＲＡ実施のあり方や活用、ロードマップの策定とございます
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けれども、結構踏み込んだ、はっきりとした主題になっていますが、本文のほうでは、そ

れに対応する明示的な表現が見当たらないということです。ですので、これがだめだと言

っているわけではないのですが、ここまではっきり書くのであれば、本文のほうでもはっ

きりお書きになったほうがいいのではないかと思います。 

 私からは以上です。 

○安井座長 

 ありがとうございました。 

 確かに３章を含めて議論が進んでしまったので、３章だけを取り上げて指摘をいただい

ておりませんが、もしあれば、若干時間過ぎておりますが、委員からお出しいただければ

と思いますが。先ほど宿題が出ておりますので、宿題でやっていただくほうがありがたい

という点も確かにございますが、よろしゅうございましょうか。 

○事務局 

 では、ちょっと１点だけ。大枠に関しての話なので、この場で方向性をいただければと

思いますのは、ロードマップという名前と、それからアウトプット、アウトカム、あるい

は具体的な成果目標みたいなものを、このワーキングで取りまとめるところの、この表の

中で書くべきかどうかという点は大枠なので、皆様に決めていただかないといけないと思

っていまして。今のご議論を受けての、事務局というか、私個人の提案としては、これは

あくまで最終的には各事業者さんの人材の厚さとか、あるいはどこに人材を集約するとう

まくいくのかという具体像が見えてこないと、定量的な目標なり具体的な時期を示した形

での、いわゆるロードマップにはなり得ないし、そこまでの議論はされていないのではな

いかと思うと。 

 したがって、例えばですが、名前というのはロードマップの枠組みとかロードマップの

骨格みたいな形にしつつ、ここの具体的な中身は、むしろ政府が場を設けてこのロードマ

ップの枠組みをローリングしていくことはそれなりにご賛同いただけたと思いますので、

むしろこのワーキンググループの提言を受けて、事業者さんにどういった取り組みをやら

れたのかというのを、一度我々にフィードバックいただくようなことをした後でないと、

ちゃんとしたロードマップにはなり得ないと思うので、とりあえずこの提言の中につける

表の名前はロードマップの枠？ 骨格？ 

○安井座長 

 骨格で。 
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○事務局 

 骨格という形にしつつ、時期と定量的な目標、あるいは各ポイントでの目標も、おそら

く各社さんがどういう意向で具体的にどんなものを出してこられるのかを見てみないと、

それぞれ、赤い線が引いてあるところで何が実現しているのかというのはなかなか出てこ

ないと思うので、基本的にここに書く話は今の意見を踏まえつつも、これ以上、目標感は

書き込まずに、むしろきちんと、この場でローリングをするということをもっておさめる

ということでいかがでしょうか。 

○安井座長 

 いかがでございましょうか。多分、プラクティカルにはそれしかないような気がします

が、何かご意見ございましょうか――あまり大きな異議はないということで、きょうはそ

ういうことで。また、文書で大反対をしていただくのもありかと思いますので、よろしく

お願いいたします。 

 というわけで、大分時間が過ぎてしまいましたので、そろそろ終わりにさせていただき

たいと思いますが、次回ワーキンググループでご議論いただいて、それで了解をいただき

ました文書、最終的にどういう了解になるかはあれでございますが、その後に、実を言う

とパブリックコメントをやろうという、そういう提案が事務局からございます。一般的に

パブコメは、法令とか規則を定める場合にしかやらないものでございます。したがいまし

て、義務は全くないのでありますが、一般の方々に、本提言の内容を広く見ていただきた

いということを、特に何か見落としている点とか、考えていない部分が本当にないのかと

いうことの意見を募る、最近のパブコメ、ちょっとアリバイづくりという点があるので、

全くそういうのではなくて、本当に皆さんからのご指摘をいただきたいという、そういう

パブリックコメントを実施してみたいというふうに考えておりますが、次回にご議論いた

だきたいと思いますので、ぜひお考えをいただきたいと思う次第でございます。 

 それでは、本日はどうもありがとうございました。若干オーバーしまして、失礼いたし

ました。これにて閉会とさせていただきます。ありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


